
  

第7回 益田市中山間地域振興基本計画策定委員会 次第 

                   日時：令和7年5月23日(金)13時15分～15時15分 

                   場所：益田市役所 大会議室 

 

１ 開  会 

 

２ 事務局紹介 

 

３ 議  題 

(1)益田市中山間地域振興基本計画（案）について資料１・資料２ 

 ・計画骨格等の修正について 

 

 ・「地域自治組織」と「自治会」、「市（公民館含む）」、「中間支援組織」の関係 

性の整理について 

 

 ・「共助の実現に向けた支援の考え方」について 

 

 ・「喫緊かつ重要な課題及び今後検討が必要となる課題への対応」について 

    重点戦略１～３として追記 

 

 ・「第４章 施策の体系と内容」について 

 

 ・「第５章 計画の推進（進行管理）」について 

 

 

(2)今後のスケジュールについて                    

 ７月 第８回益田市中山間地域振興基本計画策定委員会 

 ９月 益田市中山間地域振興基本計画策定 

 

 

(3)その他                       

 

 

４ その他 

 

 

５ 閉  会 
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第１章 計画の策定にあたって 

１ 計画策定の目的 

本市では、令和 2 年（2020 年）3 月に「益田市協働のまちづくり推進条例」を制定し、NPO 法

人等各種住民団体や行政などの各主体の定義と役割を示すとともに、市民と行政との協働を推進し

てきました。令和３年（2021 年）３月に策定した「第６次益田市総合振興計画」においては、ま

ちの将来像に「ひとが育ち 輝くまち 益田」を掲げ、本市の特性を活かしたまちづくりを進めてい

ます。 

令和 4 年（2022 年）6 月に制定された「益田市中山間地域振興基本条例」（以下、「基本条例」）

では、中山間地域振興に関する３つの理念、市や市民の役割、施策に関する基本方針が示され、中

山間地域振興に関する総合的かつ計画的な推進を図るための基本計画の策定を定めました。基本条

例に基づき、令和 5 年度（2023 年度）より、地域振興アドバイザー、地域自治組織関係者、NPO

関係者、まちづくりコーディネーター、地域おこし協力隊員、連合自治会長会関係者、中間支援組

織関係者及び商工団体関係者などからなる「益田市中山間地域将来ビジョン会議」（以下、「ビジョ

ン会議」）において、中山間地域の今後のあり方についての議論が行われ、その結果が「益田市中

山間地域将来ビジョン」（以下、「将来ビジョン」）として取りまとめられました。 

本市は昭和 27 年（1952 年）8 月の市制施行をはじめ複数回の合併を経て現在に至っており、

これまでの歴史的背景などによって、中山間地域の課題はその程度や性質が地区ごとに大きく異

なっています。 

そのことから、本計画は「将来ビジョン」をもとに、益田市中山間地域振興基本条例の基本理念

である、中山間地域が有する機能の保全・維持、市民理解の促進及び市民が安心して生活を続けて

いくことができるよう、「市全域で取り組む地域づくり体制の構築」に加え、「各地区単位で取り

組む地域づくり体制の構築」も含めた具体的な施策や今後の取組の方向性について示すものです。 

 

図表１ 益田市の市制沿革 

 

 

 

 

 

 
          

資料：益田市合併報告書（令和元年 11 月、益田市） 
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２ 計画の位置づけ 

本計画は、将来ビジョンの内容を踏まえつつ、「第６次益田市総合振興計画」及び「第２期まち・

ひと・しごと創生益田市総合戦略（令和７年度改定予定）」を上位計画とし、「益田市地域福祉計

画」、「益田市都市計画マスタープラン（策定中）」、「地域計画」などの関連計画及び「第 6 期

島根県中山間地域活性化計画」との整合を図るようにしています。 

また、本計画は、本市の上位・関連計画に新たな施策等を「累加」するものではなく、それらを

実施する際の具体的な考え方が「中山間地域の振興」という重要な目的に沿ったものとなるような

指針として定めます。 

 

 

図表２ 計画の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

上位・関連計画を実施する際に

「中山間地域の振興」という目的

を意識した上で進めることがで

きるよう指針として定める 

 

島根県の計画 

 第 6 期島根県中山間地域

活性化計画 

益田市の上位計画 

 第 6 期益田市総合振興計画 

 第 2 期まち・ひと・しごと創生

益田市総合戦略 

益田市の関連計画 

 益田市地域公共交通計画 

 第 2 期益田市空家等対策

計画 

 益田市地域福祉計画 

 益田市都市計画マスター

プラン 

 益田市地域計画（人・農

地プラン） 

 益田市地域防災計画 

 第 2 次ますだ食と農の基

本計画 

ビジョン会議からの提案 

益田市中山間地域将来ビジョン 

益田市中山間地域振興基本計画 
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３ 計画の対象区域 

基本条例第２条では、中山間地域を「『山村振興法』で指定された振興山村、『特定農山村地域

における農林業等の活性化のための基盤整備促進に関する法律』で指定された特定農山村地域と、

これらに準ずるものとして規則で定められた区域」と定義されています。 

また、島根県では、島根県中山間地域活性化基本条例に基づいて、過疎地域、特定農山村地域、

辺地地域等のうち一つでも該当する地域が中山間地域とされています。本市においては、「過疎地

域の持続的発展の支援に関する特別措置法」に基づき、市の全域が過疎地域として指定されていま

す。このため、益田市の全域が中山間地域に該当します。 

このことから、計画の区域は益田市の全域とし、市内全域をはじめ、各地区単位における地域づ

くり体制の構築を目指していくものとします。 

 

 

図表３ 計画の対象区域と地区区分 
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４ 計画期間 

計画期間は、本市の最上位計画である「第 6 次益田市総合振興計画」との整合を図るため、同計

画の期間と合わせた、令和 13 年 3 月までとします。 

 

 

５ 益田市版 SDGs の推進 

本市では、令和 3 年 3 月に策定した「第 6 次益田市総合振興計画」において、まちの将来像「ひ

とが育ち 輝くまち 益田」を実現し、持続可能な益田市を築くために「益田市版 SDGs」を設定し

ました。 

本市にとって身近な目標（＝「益田市版 SDGs」）の達成を目指すことで、その先の国際社会の

目標（＝国連の SDGs）達成に貢献できると考え、令和 3 年度（2021 年度）から令和 12 年度（2030

年度）までの 10 年間で住民と行政が協働で目指すべき 17 の目標を設定しています。 

本計画においても、益田市版 SDGs の達成を目指して、中山間地域振興に関する施策を推進して

いきます。 

 

図表４ 益田市版 SDGs における 17 の目標 
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第２章 中山間地域の現状と課題 

１ 中山間地域の現状と各地区に共通する課題 

本市の中山間地域は人口減少と高齢化を起因として、多くの解決すべき課題が存在しています。

それらをまとめると、概ね以下の 4 点に集約できます。 

 

（１） 人口減少を主因とする、地域活動の担い手の減少 

本市では、今後の市の活路を開くという信念のもと「ひとづくり」に力を入れ、次世代・しごと・

地域の担い手育成に取り組んでいます。しかしながら、本格的な人口減少社会を迎える中で、本市

の人口は今後も一定程度の減少が続くものと見込んでおり、これに伴い地域活動の担い手の減少と

高齢化も進むことが予想されます。 

地域活動の担い手が減少することによって、住民自治やコミュニティのあり方に大きな影響が及

びます。実際に、住民にとって最も身近なコミュニティである自治会は、役員のなり手不足や機能

低下といった問題が顕在化しているところもあります。地域活動の担い手の減少がこのまま続いた

場合、地域における様々な活動や伝統文化の維持が困難になる可能性があります。 

 

 

（２） 生活機能・サービスの維持の困難化 

自家用車を運転することができない住民にとっては、公共交通機関の減便や廃止による生活への

影響が懸念されています。令和 7 年 3 月には市内を運行する路線バス 3 路線が廃止されたほか、

他の路線の廃止も発表され、代替交通のあり方について議論されるなど、住民の移動手段に対する

関心が高まってきています。 

また、利用者の減少や人手不足などが進行すると、商店・スーパーやガソリンスタンドといった

日常生活に必要な機能・サービスの確保が困難になる集落が増えていきます。現在は移動販売や燃

料配達により、日常生活に必要な機能・サービスを確保している地区もありますが、利用者の減少

や人手不足がさらに進み、そうした機能・サービスが提供できなくなった場合、その地区に将来に

わたって住み続けることは非常に難しくなります。人口減少や高齢化により、草刈りや除雪、一人

暮らし高齢者の見守りなどの活動を住民が主体的に行うことができなくなるといった問題も生じ

てきています。 

さらに、行政が実施するインフラ整備や幹線道路の除雪も、財政難や人手不足などで、計画通り

実施しにくい状況が生じつつあります。医療・介護・福祉サービスの分野においても、患者・利用

者の減少や職員の不足、サービスに係るコストの上昇などにより、サービスの提供が困難になる地

区も生じています。教育の分野においても、少子化に伴う小中学校の再編によって、通学の距離・

時間が長くなることや、学校と地域との関係の希薄化といった問題が生じる可能性もあります。 
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図表５ 集落での困りごとの状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和 5 年度島根県中山間地域実態調査（島根県） 
集落活動調査（集落代表者へのアンケート調査） 
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少子化や高齢化により人手が不足している
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山林・農地が荒廃している

集落代表者のなり手（後継者）がいない

集落活動に参加する人が少ない、参加者の確保が難しい

食料・日用品などの買い物ができる場が身近にない

買い物、通院などにかかる移動手段の確保が難しい

空き家の問題が生じている

ガソリン・灯油などの燃料油を購入できる場が身近にない

金融機関やキャッシュコーナーが身近にない

地域内産業の活性化が困難である

防災活動の取組が進まない

医療、介護・福祉サービスを利用できる環境が身近にない

高齢者や子どもの見守りができていない

活動資金（財源）が不足している

行政との連携が不足している

移住者の住まいが少ない

子育て支援サービスを利用できる環境が身近にない

集落代表者の相談相手がいない

Iターンなどの移住者と住民との交流が進められない

困っていることはない

益田市(n=205)

県全体

(n=3,071)
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（３） 中山間地域の魅力の低下 

本市では、石見神楽や益田糸操り人形などをはじめとした多くの伝統芸能が無形民俗文化財に指

定されているなど、古くからの芸能文化が地域に根付いています。これらは世代を超えて受け継が

れてきており、かけがえのないものとして地域住民の「誇り」の創出にも寄与しています。しかし、

人口減少・高齢化が進む中で、担い手不足が深刻化してきておりその継承が危ぶまれてきています。 

また、中山間地域が有する豊かな自然風景や田園風景も、人々の生活の中で形成されてきた原風

景であり、大きな魅力の一つです。しかし近年は、耕作放棄地や荒廃森林が増加し、イノシシ、サ

ル、シカをはじめとした鳥獣被害が深刻化しています。農業従事者の高齢化に併せて鳥獣被害の深

刻化による離農も進んでおり、里山の手入れが一層困難になってきています。 

このように、伝統文化や自然風景・田園風景が失われていくことによって、中山間地域の魅力が

低下する恐れがあります。 

 

（４） 中山間地域の産業の衰退 

全国的な傾向に違わず、本市においても、高度経済成長期において第 1 次産業から第 2 次産業・

第 3 次産業への構造転換が起こり、農村部においては都市部への人口流出によって離農が進行する

など、第 1 次産業の衰退が顕著となりました。 

中山間地域における第 1 次産業は、高齢者を中心に支えられています。そのため、引退や自然減

などにより耕作者が不在となり、耕作放棄地が増加する傾向にあります。また、米を中心とした農

産物にかかる収入の減少は、農家や営農組織などの営農意欲の低下にもつながっています。 

さらに、本市においては、第 2 次産業・第 3 次産業の従事者も減少傾向にあり、中山間地域全体

の産業の弱体化が危惧されています。 

中山間地域の主要な産業として第 1 次産業を振興させていくとともに、第 2 次産業・第 3 次産

業においても中山間地域の資源や魅力を活かしたビジネスを展開していくことが持続可能な発展

に向け求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真１ 石見神楽              写真２ 中垣内の棚田風景 

（写真 1：益田市観光ガイド HP https://masudashi.com/より転載 

（写真 2：島根県 HP https://www.pref.shimane.lg.jp/industry/norin/seibi/tanada/tanada.html より転載）   

  

https://masudashi.com/
https://www.pref.shimane.lg.jp/industry/norin/seibi/tanada/tanada.html
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２ 本市の喫緊かつ重要な課題及び今後検討が必要となる課題 

前項で示した中山間地域全体に共通する課題を踏まえ、本市の喫緊かつ重要な課題及び今後検討

が必要となる課題について、個別に整理します。 

（１） 地区の実態に応じた「地域づくり」「ひとづくり」の推進体制の構築 

本市においては、集落を単位とした地縁組織である自治会が組織されており、令和６年（2024

年）12 月末現在、251 の自治会があります。これら自治会は、上部に市内全 20 地区を単位とする

連合自治会が組織されており、各地区の代表組織となっています。 

一方、平成 26 年度（2014 年度）から順次設立されてきた地域自治組織は、「地域住民の相互

の連携及び協力のもと、地域の課題の解決及び地域の個性、実情等に応じた地域づくりを行うこと

を目的として、おおむね公民館の所管する区域を範囲に組織される、区域を代表する総合的な自治

組織（益田市協働のまちづくり推進条例 益田市条例第 3 号）」と定義されています。地域自治組

織は、地縁に基づいて形成された団体である自治会とは異なり、地域住民一人ひとりが主体的に取

り組む地域づくりの形であり、地域が抱える人口減少や少子高齢化といった課題に対して、世代や

性別や立場を超えて話し合い、地域づくりを考える仕組みです。この仕組みは、国や県が進める「小

さな拠点づくり」の考え方に基づいています。 

このように、自治会や地域自治組織の活動は基本的に住民の自発により行われていますが、役員

の担い手不足などから負担感が増大している地区もあります。 

他方、公民館は社会教育施設として、地域自治組織と同じく市内全 20 地区に設置されています。

本市の公民館は、「ひとづくり」の拠点としてのみならず、様々な地域活動の拠点としての役割を

担っています。 

地縁組織である自治会（連合自治会）、地域運営組織である地域自治組織、社会教育施設である

公民館は、それぞれ目的を持って設置され、活発な活動が行われています。しかし、いずれも同じ

地区にありながら、連携が十分でなかったり、活動が重複している地区もあります。こうした地区

においては、地域自治組織が本来求められている「地域で活動する様々な人材・団体の連絡・相互

協力・連携・組織化の調整役」としての役割を果たすことや、地域資源（財源、ノウハウ、人材等）

の集約と効果的な活用ができるよう、各地区で地域づくりの推進体制を整えることが重要です。 

そうした中で、市民同士又は市民と行政の間に立ち、協働によるまちづくりを推進し、一層活性

化させるため、中間支援組織との連携も必要となります。 

地域自治組織が設立されるまでは、各地区での活動は連合自治会や公民館を中心に行われてきた

こともあり、地域自治組織設立後も３者の役割分担が明確でない場合も多く、今後、人口減少や少

子高齢化により活動の担い手不足が一層深刻になることも踏まえると、地域自治組織、公民館、自

治会（連合自治会）の機能と役割を整理するとともに、生活機能の確保単位を含めた地域運営の拠

点のあり方や、中間支援組織による支援のあり方も含め、地域づくり・ひとづくりの推進体制がよ

り効果的で持続可能なものとなるよう、早急に整理しておく必要があります。 
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図表６ 「地域づくり」と「ひとづくり」に関わる各主体の定義と役割（現状） 

関係主体 定義 役割 

地域自治

組織 

地域住民の相互の連携

及び協力のもと、地域

の課題の解決及び地域

の個性、実情等に応じ

た地域づくりを行うこ

とを目的として、おお

むね公民館の所管する

区域を範囲に組織され

る、区域を代表する総

合的な自治組織（市長

の認定を受けたものに

限る）をいう 

 地域で活動する様々な人材・団体の連絡・相互協力・連携・組

織化の調整役 

 地域資源の集約と効率的活用を図ることにより地域社会の一体

性の確保を図り、地域力の向上を図る 

 地域の代表性・正当性の確保を図ることにより、地域を代表

し、市や国、県他関係機関との連絡調整・協働の窓口となる 

 地域のニーズを把握し、地区の課題を見出すことにより、地域

の特性に応じた地域住民へのサービスの提供を担う 

 基礎的なコミュニティ組織の自治会等の規模では実施困難で、

かつ全市的に取り組むには非効率な課題に取り組む 

 「地域協働」による新たなまちづくりや地域活性化の実現を図

る 

自治会 

（連合自

治会） 

集落その他の地縁に基

づいて形成された団体

及び連合体をいう 

地域住民の交流を深め、互いに助け合いながら、身近な地域の課

題を解決するよう努める 

自らが行う活動に関し、地域住民の理解を得るよう努めるととも

に、参加の機会を確保する 

市  多様な主体が取り組む自主的なまちづくりを尊重し、協働による

まちづくりを推進する 

協働の推進に際し、多様な主体との対話及び交流の機会をつく

り、多様な主体の意見を広く聴き、施策に反映するよう努める 

多様な主体による協働のまちづくりを推進するため、積極的に情

報提供を行うよう努める 

 
公
民
館 

地域における生活文化

の振興及び社会福祉の

増進を図り、持続可能

な地域づくりに資する

ための拠点施設として

市が設置するものをい

う 

【社会教育法第 22 条、益田市公民館設置及び管理に関する条例】 

住民のために、実際生活に即する教育、学術及び文化に関する各

種の事業を行い、もって住民の教養の向上、健康の増進、情操の

純化を図り、生活文化の振興、社会福祉の増進に寄与することを

目的に、次の事業を行う 

 定期講座を開設すること 

 討論会、講習会、講演会、実習会、展示会等を開催すること 

 図書、記録、模型、資料等を備え、その利用を図ること 

 体育、レクリエーション等に関する集会を開催すること 

 各種の団体、機関等の連絡を図ること 

 その施設を住民の集会その他の公共的利用に供すること 

上記のほか、次に掲げる事項に関する業務を行う 

 地域団体及び地域住民による地域活動の支援 

 保健福祉の推進 

 証明書の交付その他の行政サービスの補完 

 

【今後の公民館のあり方についての指針（平成３０年１２月】 

 公民館は住民同士が「つどう」「まなぶ」「むすぶ」「いかす」

ことを促し、ひとづくりや地域づくりに貢献します。人づくりは

公民館が本来持っている機能の一つであり、ひとづくりの拠点と

して現役世代はもちろん、その世代と次世代をつなぎ、未来の担

い手を育成します。 
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関係主体 定義 役割 

中間支援 

組織 

市民と市民又は市民と

市の間に立って、協働

によるまちづくりを推

進し、まちづくりを活

性化させるために必要

な支援を行うものをい

う 

市と連携し、地域の課題解決等に取り組む地域自治組織等の取組

が円滑に進むよう必要な支援を行うとともに、各主体間の調整を

行い、協働によるまちづくりを推進する 

※「地域づくり」と「ひとづくり」に関わる各主体の定義と役割は、「益田市協働のまちづくり推進条例」（益田市条例

第 3 号）に基づく。また、公民館の定義と役割は、「社会教育法第 22 条」及び「益田市公民館設置及び管理に関する

条例」（益田市条例第 41 号）、「今後の公民館のあり方についての指針」（益田市社会教育委員の会、平成３０年１２

月）に基づく。 
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（２） 地域づくりの担い手不足 

本市を取り巻く現状と課題を整理してみると、各分野とも人口減少をはじめとした担い手不足が

大きく影響していることが伺われます。本市では、平成 27 年 10 月に「まち・ひと・しごと創生益

田市総合戦略」を、平成 28 年 3 月に「益田市ひとづくり協働構想」を策定し、人口減少対策と対

策に必要な「ひとづくり」、具体的には「未来の益田市を支える担い手」「しごとの担い手」「地

域づくりの担い手」の育成に取り組んでいます。こうした市全体の取組により、地域活動やまちづ

くりの活動に大人・子どもとも住民の一人として参画することで、子どもを中心としたひとづくり

を仕組み化している地区があるなど、着実に成果が上がってきています。実際に「ひとが育ち輝く

まち益田 夏フェス」や「益田市地域づくりフォーラム」等には市内外からの多くの人々の参加す

るようになってきました。 

特に「未来の益田市を支える担い手育成」については、平成 27 年 12 月に策定した「益田市の

未来を担うひとづくり計画」に基づき、保幼・こ・小・中・高など、全ての年代を通して「ライフ

キャリア教育」を展開しており、持続的な担い手育成につながっているといえます。 

一方、「しごとの担い手育成」「地域づくりの担い手育成」については、市による人的支援・財

政支援は行ってきているものの、「益田市の未来を担うひとづくり計画」に類する明確な指針を示

せていない状況でした。こうしたことから、特に「地域づくりの担い手育成」に関して、令和３年

には全ての地区で地域自治組織が設立されたものの、その後の活動推進に係る市の方向性が不明確

となっていることもあり、活動に停滞感が生じてきています。 

「地域づくりの担い手」の不足は、全国的な人口減少の影響が大きいことは言うまでもありませ

ん。しかし、「地域づくりの担い手」が取り組むべき課題や、「未来の益田市を支える担い手育成」

の取り組みの効果を、「地域づくりの担い手」にしっかりと結びつけるためには、「地域づくりの

担い手育成」に関する指針を示す必要があります。 

さらに、「地域づくりの担い手」には、関係人口として関わる人々の力も大変有効なものとなり

得ます。このことから、地域や地域の人々と継続的に多様な形で関わる関係人口の創出も、引き続

き、重要課題として取り組む必要があります。 

 

図表７ 益田市における「ひとづくり」の取り組み状況と関係人口の創出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ひ と が 育 つ ま ち 益 田 

未来の益田市を 

支える担い手  
しごとの 

担い手 

地域づくりの 

担い手 

益田市ライフキャリア教育 

 関係人口   関係人口 

益田出身者 

移住希望者 

市外の大学生 

市外・都会の

企業（会社員） 

具体的な取り組み・

事業 
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（３） 無住化が危惧される集落等への対応 

過疎化と高齢化が極端に進んだ集落では、居住者が消滅する可能性も孕んでいます。今後、集落

の置かれた状況によっては、将来的な移転・統合、機能再編、家屋の管理、維持すべきインフラ（道

路・水道・電気等）の絞り込みなど、無住化後の集落のあり方も事前に検討しておく必要がありま

す。 

 

図表 8 益田市における集落（自治会）の現状 

地域名 

集落数（自治会数） 

総人口
（人） 

65 歳以
上人口
（人） 

高齢化率 
 

限界的集落（自治会） 

※内数 

危機的集落

（自治会） 

※内数 

実数(割合) 実数(割合) 

益田 

 

28 － － 5,471 1,916 35.0% 

吉田 

 

39 1 

（2.6％） 

0 

（0.0％） 

13,972 4,450 31.8% 

高津 

 

32 － － 7,606 2,921 38.4% 

安田 

 

11 － － 3,343 1,388 41.5% 

鎌手 

 

6 － － 1,289 653 50.7% 

種 

 

4 1 

（25.0％） 

0 

（0.0％） 

217 106 48.8% 

北仙道 

 

4 － － 369 198 53.7% 

豊川 

 

7 － － 776 307 39.6% 

真砂 

 

8 4 

（50.0％） 

2 

（25.0％） 

283 160 56.5% 

西益田 

 

17 1 

（5.9％） 

0 

（0.0％） 

3,528 1,674 47.4% 

二条 

 

5 1 

（20.0％） 

1 

（20.0％） 

423 241 57.0% 

美濃 

 

6 2 

（33.3％） 

0 

（0.0％） 

277 156 56.3% 

小野 

 

5 － － 1,275 659 51.7% 

中西 

 

13 1 

（7.7％） 

0 

（0.0％） 

1,654 746 45.1% 

二川 

 

1 － － 158 97 61.4% 

都茂 

 

12 5 

（41.7％） 

2 

（16.7％） 

771 446 57.8% 
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地域名 

集落数（自治会数） 

総人口
（人） 

65 歳以
上人口
（人） 

高齢化率 
 

限界的集落（自治会） 

※内数 

危機的集落

（自治会） 

※内数 

実数(割合) 実数(割合) 

東仙道 

 

7 2 

（28.6％） 

0 

（0.0％） 

646 350 54.2% 

匹見上 

 

23 15 

（65.2％） 

8 

（34.8％） 

540 347 64.3% 

匹見下 

 

17 14 

（82.4％） 

10 

（58.8％） 

201 140 69.7% 

道川 

 

6 6 

（100.0％） 

3 

（50.0％） 

96 61 63.5% 

益田市 251 53 

（21.1％） 

26 

（10.4％） 

42,895 17,016 39.7% 

島根県 3,748 

 

918 

(24.5%) 

179 

（4.8％） 

   

※ 数値は毎月の住民基本台帳に基づく調査。限界的集落、危機的集落の基準は、島根県中山間地域研究センターの定

義を参考に設定。 

 集落…地区の中に多数の集落が点在しているが、本調査では集落を把握していないため、自治会を単位として調査 

 限界的集落…高齢化率 50％以上かつ総戸数 19 戸以下の集落 

 危機的集落…高齢化率 70％以上かつ総戸数９戸以下の集落 

 
 資料：【益田市】「益田市における集落（自治会）の現状～高齢化率、限界的集落、危機的集落の調査結果～」 

（令和７年 1 月末日現在、益田市連携のまちづくり推進課） 
【島根県】「令和 5 年度 島根県中山間地域実態調査結果の概要」 

（令和 6 年、島根県中山間地域・離島振興課） 
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第３章 計画の基本的な考え方 

１ 基本目標・方針 

（１） 基本目標 

前章において整理したとおり、本市の中山間地域では、地域活動の担い手の減少、生活機能・サー

ビス維持の困難化、中山間地域の魅力の低下、中山間地域の産業の衰退が共通する課題となってい

ます。これらの課題に加えて、本市における喫緊かつ重要な課題として、「地域の実態に応じた『地

域づくり』『ひとづくり』の推進体制の構築」、「地域の担い手不足」、「無住化が危惧される集

落等への対応」が挙げられます。 

人口減少や少子高齢化がさらに進むことで、これらの課題はさらに深刻化していくと考えられる

ことから、現状をしっかりと受け止めた上で、本市の強みである「ひとづくり」の取組や豊かな自

然、地域資源等を活かした持続可能な地域づくりに取り組むことが必要です。 

こうしたことを踏まえ、計画の基本目標を次のとおり設定します。 

 

 

人口が減少しても、誇りと生きがいを持って、豊かに暮らしていくことができる、 

縮充の中山間地域を実現させる 

 

 

基本目標の実現に向けては、地域を持続させるために必要な人口を維持していくとともに、人口

が減っても豊かに暮らし続けられる仕組みづくりが必要となります。本計画では、この一連の考え

方を「縮充」と定義します。 
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（２） 基本方針 

「縮充」の地域づくりを進めるにあたっては、共助の育成が重要となります。そのためには、「ひ

とづくり」と一体となった「地域づくり」体制を構築していく必要があります。 

中山間地域が人口減少や少子高齢化により疲弊していく中で、住民や自治会・各種団体が行って

いる自助や、複数の主体が協働して行う共助での地域社会の維持には限界があり、その傾向は今後

ますます顕著になることが想定されます。また、近年ではヤングケアラーや身寄りのない高齢者が

顕在化するなど、切実に支援を必要とする住民は多様化してきています。一方で、行政による公助

を行ううえでの人的、財政的資源をこれまで以上に確保していくことは、人口減少社会においては

現実的ではありません。 

これらの要因から、中山間地域に対する支援は、重要かつ喫緊の分野に集約していく必要があり、

自助・共助・公助の最適バランスを追究する中で、地域自治組織など中山間地域における共助の担

い手に対し、重点的に支援を行っていくこととします。また、「ひとづくり」と一体となった「地

域づくり」を推進していくことで、住民・自治会・各種団体といった多様な主体が参画することの

できる地域づくり体制を目指します。 

これらのことを踏まえ、基本方針を次のとおり設定します。 

 

 

自助・共助・公助の最適バランスを追求した、益田市全域及び各地区単位における 

地域づくり体制の構築 

 

 

自助・共助・公助の定義は、環境や個人の解釈によって異なりますが、本計画では自助・共助・

公助の定義を以下のとおりとし、最適バランスを追求していくこととします。 

 

自助…個人、世帯、自治会、各種団体など、単独の主体による活動 

共助…複数主体が共に実施する活動 

公助…自助と共助に対する公的支援 

 

基本方針に基づいて、各地区の地域自治組織が司令塔となり、それぞれで策定している「まちづ

くりプラン」を円滑に進めていくことができるよう行政の支援を進めます。 

また、地域自治組織が持続可能な組織体制となるよう、各公民館では地域の子どもたちの育成を

中心とした世代間交流を意図的に地域の大人や自治組織と一体となって行うことで、新たな共助の

担い手を育成し、スムーズに地域自治組織へとつなげていくための役割を担うこととします。 
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図表９ 自助・共助・公助の関係図 

 

  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

※公的支援 

・人的支援 

・財政支援 

・情報提供 

・行政と住民の対話による課題解決など 

自助 

共助 

主体 A（個人） 

主体 B（自治会） 

主体 C（各種団体） 

主体 A（個人）と 
主体 C（各種団体） 
の協働 

主体 C（各種団体）と 
主体 D（行政）の協働 

公
民
館
に
よ
る 

地
域
づ
く
り
支
援
を
通
じ
た
ひ
と
づ
く
り 

公助 

地域振興課 

担当課 

益田市協働 

推進ネットワーク

庁内会議 

連携 

参画 

「要望」から 

「協働」へ 

公的支援※ 

各地区 



  17 

２ 共助の実現に向けた支援の考え方 

（１） 共助を担う地域自治組織に対する支援（直接的支援）の充実 

地域自治組織には「地域資源の集約・活用を図るとともに、当該地域を代表して課題解決や地域

力の向上に向けた司令塔的な役割」が求められていると言えます。 

しかしながら、設立後数年が経過する中で、地域によっては以下のような課題も浮かび上がって

います。 

 

 「20 地区 20 通り」の組織のあり方が認められているが、しっかりと依り所を持っておかな

いとガイドブックに示す役割を十分に発揮できない可能性がある 

 地域内において「知己自治組織」「公民館」「自治会」などの役割・関係性が不明瞭である 

 地域の司令塔であるべき自治組織が、地域の中の１団体になってしまっている 

 役員の新陳代謝が思うように進まず、担い手不足や新たな活動を実施しようとする意欲が上

がってこない 

 以前から実施してきたイベント型の活動が多く、環境の変化に応じた課題解決型の事業が行

えていない 

 地域内において地域自治組織という存在自体の認知不足 

 

（２） 共助を支える環境（間接的支援）の充実 

本市教育委員会が平成３０年に策定した「今後の公民館のあり方についての指針」には、「公民

館は、住民同士が「つどう」「まなぶ」「むすぶ」「いかす」ことを促し、ひとづくりや地域づく

りに貢献する役割」があることが示されており、社会教育委員の提言を踏まえ、市内の各公民館で

は次の事項を優先的・重点的に取り組むこととしています。 

 

〇 本来公民館が持っている機能を発揮し、住民による住民のための公民館をめざす 

〇 ひとづくり（地域の担い手）機能を最大限に発揮し、持続可能な活動をめざす 

〇 職員の資質向上を支援し、魅力的な公民館をめざす 

 

しかしながら、地域自治組織設立以前から存在している公民館は、社会教育機能以外にも一時は

「地区振興センター」としての機能を併せ持っていたことなどもあり、以下のような課題が存在し

ています。 

 

 地域振興の拠点としての役割に濃淡がある（「むすぶ」「いかす」活動が充分でない） 

 ひとづくり（地域の担い手）の拠点としての役割の実態が様々ある 

  地域マネジメント型：地域のひとや組織をつなぐ 

  地域プレイヤー型：課題解決・魅力の活用を自ら実行 

  生涯学習型：学習やコミュニケーションを中心とした「場」の提供 

 過去の経験から地域のなんでも屋になってしまっている地域もある 

 公民館職員として求められる資質・能力（資格保有等にばらつきあり） 
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（３） 共助の実現に向けた支援の考え方 

（１）では共助に対する直接的支援、（２）では共助を支える間接的支援を示しましたが、これ

らの支援は複合的に進めていくことで（地域自治組織と公民館が連携した取組を行うことで）より

効果が発揮されるものと考えます。 

 

本市ではこれまで、学校教育と地域づくり、ひとづくりを三位一体とした「学校を核とした地域

づくり」を進めてきています。各地域においても「つろうて子育て協議会」の活動が浸透してきて

おり、子どもを中心に据えた地域活動はすべての地域で取り組まれています。 

 

「子どもが変わることで、大人も変わる、そして地域が変わる」という言葉は、ひとづくりと地

域づくりが密接に関わっていることを的確に表している言葉です。子どもを中心とした社会教育活

動を公民館と地域自治組織が連携して行い続けていくことで、「現役世代はもちろん、次世代とも

つながり続けることができ、地域の担い手の育成にもつながる」ものと考えることから、意識的に

これらの活動をつなぎ合わせていくよう支援していきます。 

 

また、公民館が主となり、市民活動団体や生活支援コーディネーターなど、既存の取組を有機的

に繋げることで共助の促進を図るとともに、地域外からの力も取り入れることができるよう、出身

者や県外大学生、民間専門家など、多様な主体も関わることができるよう研究を進めます。 
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３ 基本戦略 

基本目標に掲げる「人口が減少しても、誇りと生きがいを持って、豊かに暮らしていくことがで

きる」仕組みづくりを実現させていくには、次の 3 つの観点から戦略的に取り組む必要があります。 

１つ目は、「人口減少への対応」です。これは、生活水準をなるべく落とすことなく、暮らすこ

とができるようにすることを指します。具体的には、自治会などが担っている機能を見直し、地域

の負担を軽減するため、地域が「やりたいこと」を主軸として「やれること」と「やるべきこと」

を整理し、資源の集約化と効率的な地域づくりを推進する必要があります。その際には新しい技術

の活用も求められます。 

２つ目は、「人口減少の緩和」です。これは、人口減少のカーブを少しでも抑制する施策のこと

を指します。人口減少を前提としても、地域を維持するために最低限の人口を確保する必要があり

ます。そのため、移住・定住政策に引き続き取り組むとともに、ライフキャリアが体現できるまち

づくりや、地域全体で子どもの育ちを支援するなど、子どもを産み・育てやすい環境づくりを推進

する必要があります。 

３つ目は、「人口減少への挑戦」です。これは、地域の魅力・元気を生み出す夢のある新しいチャ

レンジのことを指します。中山間地域の新たな可能性を模索し続け、恵まれた自然環境を活かした

ビジネス、農林水産業の新規参入、特産物の開発などの産業づくりを支援するための取組が必要で

す。また、市内事業者との連携や地域自治組織との協働などにより地域住民のみならず、地域外の

人々による関わりを高めていくことが必要です。 

こうしたことを踏まえ、基本目標を達成するための基本戦略を次のとおり定めます。 
   

基本戦略１ 中山間地域を支えるひとの確保（ひとづくりと「関係人口者」の創出） 

基本戦略２ 生活機能・サービスの維持（ルーラル・ミニマムの構築） 

基本戦略３ 中山間地域の魅力の継承（ウェルビーイングの実現） 

基本戦略４ 中山間地域の資源を活かした産業の振興（スモールビジネスの展開） 
  

個々の基本戦略の概要は以下のとおりです。 

■基本戦略１ 中山間地域を支えるひとの確保（ひとづくりと「関係人口者」の創出） 

人口減少が進み地域活動の担い手が不足する状況下では、地域外から地域に関わる「関係

人口」の創出に取り組むことが必要です。関係人口の創出により、中山間地域を支えるひと

を増やすとともに、将来的な移住・定住につなげることで、人口減少の緩和を目指します。 

あわせて、地区内における「ひとづくり」の活動を充実させることで、これからの益田市

を支えるひとの創出を持続させることを目指します。 

■基本戦略 2 生活機能・サービスの維持（ルーラル・ミニマムの構築）  

中山間地域で生活するために最低限必要な機能やサービスを維持するとともに、人口減少

を見据えた社会資本整備に取り組むことで、「ルーラル・ミニマム」の確保を目指します。 

■基本戦略３ 中山間地域の魅力の継承（ウェルビーイングの実現） 

受け継がれてきた伝統文化や豊かな自然環境といった中山間地域の魅力や財産を後世に受

け継いでいくとともに、自然環境や景観の保全を図ります。 

また、ひととひととのつながりを継承し、住民が身体的・精神的・社会的に良好な状態を

保ち、日々の暮らしを送ることで幸せが持続できる、地域共生社会の実現を目指します。 

■基本戦略４ 中山間地域の資源を活かした産業の振興（スモールビジネスの展開） 

農地・山林・水資源の活用による「稼げる農林水産業」の展開を推進するとともに、美し

い農村景観を維持していくことを目指します。また、「稼げる農林水産業」の展開ととも

に、中山間地域独自の資源を活用した商工業の取組を推進し、中山間地域の地域産業の振興

を目指します。 



20  

４ 重点戦略 

（１） 重点戦略 1 地域自治組織を調整役とした、地区別地域づくり体制の構築 

①地域自治組織を調整役とした、地区別地域づくり体制の構築 

1）行政認定の地域自治組織 

地域自治組織は地域住民の相互の連携及び協力のもと、地域の課題の解決及び地域の個

性、実情等に応じた地域づくりを行うことを目的として、おおむね公民館の所管する区域を

範囲に組織される、区域を代表する総合的な自治組織（市長の認定を受けたものに限る。）

のことです。その役割は地域住民の意見及び要望を把握し、地域の課題の解決に向けて、計

画的なまちづくりに取り組むこととされており、そのために、市又は市民活動団体その他の

組織と連携し、及び協力するよう努めるものとされています。 

 

2）まちづくりプランの策定 

まちづくりプランは、地区の将来像や定住の進め方など活動の方向性を示すものです。策

定にあたっては住民の声を丁寧に聴き、集約することが必要です。また、多くの住民や地区

の活動団体が協力・連携して地区を良くしていくためには「こんなまちにしたい」という地

区の将来への想いを出し合い、共通の目標として共有することが重要です。 

 

３）まちづくりプランの実現に向けた必要な体制の構築と進捗管理 

地域自治組織がまちづくりプランを着実に実行するため、「地区内の多様な主体(各種団体

等)による共助」を生み出す仕組みを構築します。仕組みは 20 地区 20 通りありますが、例

えば以下のような型（パターン）が存在し、地区の規模や組織運営の考え方により最適な型

を選択いただくことができます。 

 

【部会型】検討中 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・拠点として提供 

・職務としての 

ひとづくりを行う

公民館職員も担保 
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参加 
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【調整型】（テーマ別各種団体の連絡・調整会議の設置）：検討中 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【都市型】検討中 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・拠点として提供 

・職務としての 

ひとづくりを行う

公民館職員も担保 

 

各地区が目指す地域の将来像・まちづくりプラン 
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参加 
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参加 
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まちづくりプラン 

策定会議 

部会 

各種団体 各種団体 

公民館 

行政 

策定 

各種団体・多世代の住民が

集まった協議体 

支援 

部会 

部会 部会 

反映して 

活動 

連携・支援 

支援 

各種団体 各種団体 

地域自治組織 

参加 
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・新規事業・団体等の創設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②地区別地域づくり体制を構築するための公助 

1）地域自治組織を中心とし地域づくり支援を担う職員として、地域魅力化応援隊員・地域マネー

ジャーを配置します。また、地域振興課内に地区担当職員を配置し、情報共有や事業の連携

や関係各所との連絡調整を図ります。 

2）まちづくり活動交付金やまちづくり活動特別補助金などの財政支援を行います。 

3）各主体間の調整を行い、協働によるまちづくりを推進する中間支援組織への支援を行います。 

参考：協働のまちづくり推進条例より抜粋 

【中間支援組織の役割】 

第１１条：中間支援組織は、市と連携し、地域の課題解決等に取り組む地域自治組織等

の取組が円滑に進むよう必要な支援を行うとともに、各主体間の調整を行い、

協働によるまちづくりを推進するものとする。 

4）市民と行政が一体となって地域課題の解決を図るため、庁内連携体制を再構築するとともに、

意見交換や学び合いの場であるまちづくりラウンドテーブルなど、多様な主体と行政の協働体

制を構築し、施策に反映するよう努めます。 

5）今後の公民館のあり方についての指針に基づき、地域づくりを支える社会教育の実現を図り

ます。 

 

 

  

参考 

これからの地域自治の仕組み―地域自治組織ガイドブック―で地域自治組織の役割

を次のとおり定めています。 

・地域で活動する様々な人材・団体の連絡・相互協力・連携・組織化の調整役を担

います。 

・地域資源（財源、情報、ノウハウ、人材等）の集約と効率的活用を図ることによ

り地域社会の一体性の確保を図り、地域力の向上を図ります。 

・地域の代表制・正当性の確保を図ることにより、地域を代表し、市や国・県、そ

の他関係機関との連絡調整・協働の窓口となります 

・地域のニーズを把握し、地区の課題を見出すことにより、地域の特性に応じた地

域住民へのサービスの提供を担います。 

・基礎的なコミュニティ組織の自治会等の規模では実施困難で、かつ全市的に取り

組むには非効率な課題に取り組みます。 

・「地域協働」による新たなまちづくりや地域活性化の実現を図ります。 
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（２） 重点戦略 2 地域の担い手確保・育成戦略の構築 

 

①地域の担い手育成戦略の考え方 

公民館が本来持つひとづくり（地域の担い手）機能を最大限発揮するとともに、市がこれ

までライフキャリア教育を推進してきた経過を踏まえ、「ライフキャリアを体現できるま

ち」の考え方を柱とし、地域内外の主に若手社会人に対し、地域で活動する喜びややりが

い等を体感する機会を創出することで、地域の担い手育成を図る。 

 

②地域の担い手育成・確保を推進するための公助 

１）地区内の地域の担い手育成支援 

公民館が主となり、担い手を育成するとともに、市民活動団体など既存の団体とも有機的

につなぐことで、担い手を確保・育成する。 

 

2）地区外からの地域の担い手確保・育成支援 

中間支援組織が主となり、公民館と連携することで、地区外の市民の関りや関係人口の拡

大などを行い、担い手を確保・育成する。 

 

3）各地区の優良事例の紹介や取組の横展開 

 

 

（３） 重点戦略 3 無住化が危惧される集落への対応 

 

1）縮充社会の実現と無住化が危惧される集落等のあり方の検討 

地域自治組織は地域住民が主体となった地域づくりの形であり、地域全体の意見を   

反映する仕組みです。人口減少・人口流出が避けられない中、人口が減少しても豊かに 

暮らし続けられるよう、縮充社会を構築していかなければなりません。また、無住化が 

危惧される集落等が存在する地域においては、今後の当該集落や地域全体のありかた 

を考えていくため、地域自治組織が地域における話し合いの主体として機能する必要 

があります。 

 

2）無住化が危惧される集落に対しての公助 

重点戦略１、２に対する支援により地域住民が主役となった地域づくりの形を構築するとと

もに、中山間地域における行政サービスのあり方を示したうえで、どうしても無住化が避けら

れない集落に対しては、多様な主体との対話及び交流の機会を作り、広く意見を聴くとともに

寄り添い、住民自らが考え、行動した結果を尊重します。  
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第４章 施策の体系と内容 

（１） 施策の体系 

第一章で述べたとおり、本市では、「第６次益田市総合振興計画」、「第２次まち・ひと・しご

と創生益田市総合戦略」及び関連する個別計画（「益田市地域公共交通計画」、「第 2 期益田市空

家等対策計画」、「益田市地域福祉計画」等）は既に策定済であることから、それらを実施する際

の考え方として、「中山間地域振興」という視点を意識することができるよう、本計画の基本方針、

基本目標及び基本戦略と、それぞれの基本戦略に基づく具体施策を次のとおり定めます。 

図表 12 施策の体系図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

自助・共助・公助の最適バランスを追求した、益田市全域及び各地区単位に

おける地域づくり体制の構築 

 

基本方針 

基本目標 
人口が減少しても、誇りと生きがいを持って、豊かに暮らしていくことが

できる、縮充の中山間地域を実現させる 

基本戦略 

２ 生活機能・サービスの維持（ルーラル・ミニマムの構築） 

① 安全・安心な生活交通の確保 

② 買い物・燃料確保支援対策の推進 

③ 草刈・除雪対策の推進 

④ 道路インフラの維持・整備 

➄ 空き家対策の推進 

⑥ 地域防災力の強化 

⑦ 教育環境の確保 

⑧ 地域医療体制の確保 

⑨ 一人暮らし高齢者等の支援充実 

３ 中山間地域の魅力の継承（ウェルビーイングの実現） 

① 地縁に基づく、ひととひとのつながり（心のふるさと）の継承 

② 伝統芸能や文化の継承 

③ 自然環境・景観の保全（有害鳥獣被害及び遊休農地・耕作放棄地対

策の推進） 

４ 中山間地域の資源を活かした産業の振興（スモールビジネスの展開） 

① 農林水産業の担い手確保 

② 商工業等の地域産業の振興 

１ 中山間地域を支えるひとの確保（ひとづくりと「関係人口者」の創出） 

① 地域づくりとひとづくりの一体的推進 

② 関係人口の創出及び移住・定住の促進 

③ 学校教育・社会教育による「ひとづくり」活動の維持 

④ 地域資源や地域の魅力の情報発信 

重点戦略 
重点戦略 1 地域自治組織を調整役とした、地区別地域づくり体制の構築 

重点戦略 2 地域の担い手確保・育成戦略の構築 

重点戦略 3 無住化が危惧される集落への対応 
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中山間地域を支えるひとの確保 

（ひとづくりと「関係人口者」の創出） 

  

（中山間地域を支えるひとの確保） 

 

 

 

（２） 施策の内容 

 
    

 

 

関連する益田市版 SDGs 

 

 

 

 

① 地域づくりとひとづくりの一体的推進 

現状と課題 

〇 地域自治組織と公民館の連携や協働が不十分 

○ ひとづくり・地域づくり活動の担い手不足 

○ 持続可能な地域づくり及びひとづくりの推進体制の構築 

○ 学校教育と社会教育の往還 

 

施策の方向性 

 公民館と地域自治組織の連携強化 

 地域自治組織を中心とした資源の集約化による効率的な地域づくりの推進 

 社会教育の推進と活動拠点づくり 

 地域づくり・ひとづくりに係る人的支援の強化、地域人材の育成 

 ライフキャリア教育の推進による生きる力の推進 

 協働のまちづくりの気運醸成 

具体的な取組 

 地域自治組織への支援の見直し・拡充を検討します。 

 地域自治組織ガイドブックを活用した地域自治組織の役割や活動内容に関する周知を行い

ます。 

 社会教育活動の推進体制を整備します。 

 地域マネージャー等地域自治組織への支援に関する諸制度を活用します。 

 

② 関係人口の創出及び移住・定住の促進 

現状と課題 

○ 人口流出による過疎化や高齢化 
  

施策の方向性 
 地域の情報発信等による移住・定住人口の拡大 

 住まいへの支援 

基本戦略１ 
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 結婚・出産・子育てへの支援 

 具体的な取組 

 関係団体等と連携して、観光資源の魅力向上や掘り起こし、外国人の利便性向上を図るた

めの受入環境の整備に取り組みます。 

 空き家バンク制度などによる住まいへの支援を行い、U・I ターンや定住を促進します。 

 地区つろうて子育て協議会などと連携して、家庭、地域、学校が一体となり、子どもが育

つ環境と体制の整備を進めます。 

 地域における福祉、医療、保健、教育などの関係機関が連携して、子育てに関する相談体

制の充実を図ります。 

 放課後児童クラブの設置やファミリー・サポート・センターの利用促進により、子どもを

安心して預けることができる体制の更なる拡充を図ります。 

 

③ 学校教育・社会教育による「ひとづくり」活動の維持 

現状と課題 

○ 公民館が地区の様々な団体の事務局機能を担っていること等により、「ひとづくり」の活動に

集中することができていない 
  

施策の方向性 
 社会教育施設である「公民館」や地域がひとづくりに注力できる環境の整備 

 益田市民による「ひとづくり」活動の維持 

 具体的な取組 

 各地区の公民館が、「つどう」「まなぶ」「むすぶ」「いかす」という機能を最大限に発揮し

て「ひとづくり」の活動に取り組める環境や体制の整備を行います。 

 「益田市ひとづくり協働構想」に基づき、「益田市版未来の担い手コンソーシアム（共同

体）」の取組の推進を始め、ライフステージごとの取組を切れ目なく進めるとともに、多世

代が関わる学習プログラムをつくり、様々な地域、世代の人が学習・交流できる機会を提

供します。 

 市民学習センターや各公民館での講座の開催にあたっては、市民ニーズを尊重しつつも、

「地域の担い手(リーダー)を育成する」との視点を持ち多様な地域課題に対応した学びの機

会を提供します。 

 

④ 地域資源や地域の魅力の情報発信  

現状と課題 

○ 地域資源や地域の魅力の情報発信の不足 

○ 伝統文化・芸能の継承者、担い手不足 

 

施策の方向性 
 地域資源や地域の魅力の情報発信等による関係人口の拡大 

 都市部の人々の益田市内中山間地域への理解促進 
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 伝統文化・芸能の継承者、担い手育成 

 具体的な取組 

 豊かな自然環境や一貫した連携教育、充実した子育て環境、やりがいや生きがいに溢れた

仕事や暮らしなど、魅力のある益田の暮らしについて多様なメディアを活用した情報発信

を行います。 

 出身者やこれまでに実施した交流事業などで縁のあった人などとの関係を一層深めるととも

に、新たな人とのつながりを広げる施策（情報発信、イベントの開催等）を展開します。 

 各地区の歴史や、地区において受け継がれている祭事等の伝統芸能・行事の保存（デジタ

ルアーカイブ化等）に取り組むとともに、伝統芸能・行事を構成へ継承するための活動や

後継者の育成を図ります。 
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生活機能・サービスの維持（ルーラル・ミニマムの構築） 

関連する益田市版 SDGs 

 

 

 

 

① 安全・安心な生活交通の確保 

現状と課題 

○ 利用者の減少と効率的な運行への対応 

○ 運転士不足への対応 

○ まちづくりと連動した公共交通体系の構築 

○ 地域を含め、多様な主体と協働・連携した対応 
 

施策の方向性 

 住民の日常生活やまちづくりを支える地域公共交通網の形成 

 利用しやすい地域公共交通サービスの提供 

 持続可能な地域公共交通の仕組みづくり 

 具体的な取組 

 国の補助制度等も活用しながら、市内路線バスや乗合タクシー等の生活交通の維持・確保

に努めます。 

 各地域を運行する公共交通について、継続的に、住民及び交通事業者等との間で協議、調

整を図り、必要に応じてルートや便数、ダイヤ等を見直し、利便性の向上に努めます。 

 現在構成している公共交通体系では移動手段の確保が困難な地域においては、その地域内

での運行が可能な旅客運送サービスの活用も視野に入れた検討を行います。 

 

② 買い物・燃料確保支援対策の推進 

現状と課題 

○ 商店が無いことによる買い物困難者の増加 

○ ガソリンスタンドが無いことによる、生活機能の不便 
 

施策の方向性  移動販売、ネット販売、店舗への送迎サービス等の既存システムの活用 

 具体的な取組 

 移動販売・食材配達等のサービス提供エリアの拡大など、民間事業者や地域が主体となった

買い物支援・燃料確保に関する取組への支援を行います。 

 事業所や社会福祉協議会等と連携し、ひとり暮らしの高齢者を対象とした配食サービスを

展開します。 

基本戦略２ 
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③ 草刈・除雪対策の推進 

現状と課題 

○ 担い手不足 

○ 担い手への負担増 

○ 草刈・除雪の燃料高騰 
  

施策の方向性  地域が主体となって草刈・除雪を持続的に実施できる体制の構築 

 具体的な取組 

 草刈り・除雪作業を業務委託することができる事業所や団体等に関する情報を収集し、地

域へ提供します。 

 草刈り・除雪作業の業務委託にあたっての単価の見直しに向け、事業者や団体と地域との

調整を行います。 

 

④ 道路インフラの維持・整備 

現状と課題 

○ 市道管理路線及び延長の増 

○ 施設の老朽化 
  

施策の方向性 

 路線集約化の検討 

 管理を実施するうえでの評価基準策定の検討 

 道路利用者からの情報提供の効率化 

 具体的な取組 

 協働による安全できれいな道路環境づくりや、地域特性に応じた整備・維持管理を推進す

るため、市道の修繕・維持管理にあたっての評価基準の設定を検討します。 

 新技術を活用しながら、市の管理する道路（舗装）、橋梁、トンネル及び道路付属物（道路

照明）の長寿命化に取り組みます。 

 センサーやタブレット等を用いたインフラの点検を行える環境の整備を行うデータベース

を構築することで、生活利便性の向上や行政の効率化を図ります。 

 地域と連携して不具合発生状況を共有したり、点検結果をデータベース化したりするな

ど、新技術を活用した維持管理を推進します。 

 無住化が危惧される集落について、住民の意見を十分に聞きながら、路線の集約化や、利

用頻度の低いインフラの見直しに取り組みます。 
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➄ 空き家対策の推進  

現状と課題 

○ 建物管理の必要性や空き家問題への理解不足 

○ 所有者が不明な空き家の増加 
 

施策の方向性 

 市民の意識の醸成 

 空き家等の適切な維持管理 

 空き家・跡地の利活用 

 具体的な取組 

 地域と連携して、居住段階から所有者及びその家族等に対して、建物の管理や利活用につ

いての意識の醸成を図ります。 

 益田市空き家バンクナビを通して住宅の情報を発信し、空き家を活用した定住等の促進を

図ります。 

 老朽危険空き家の除却を促進するため、除却に要する費用の一部補助等による支援や、空

き家の問題に対する啓発を行います。 

 管理不全化した空き家の状況を把握するため、自治会と連携した空き家情報の収集・共有

を行います。 

 

⑥ 地域防災力の強化 

現状と課題 

○ 危機管理体制の強化 
  

施策の方向性 
 自主防災体制の整備 

 危機管理体制の充実 

 具体的な取組 

 地域ごとの自主防災組織の組織化を推進します。 

 自治会内において、自主防災意識の向上、防災リーダー育成組織の設置推進に取り組みます。 

 自主防災組織や自治会と協力して、防災講演会、避難訓練、消火訓練等に取り組みます。 

 自主防災組織の役割と必要性を啓発し、地域の実情に合わせた組織の育成と活動を推進し

ます。 

 災害発生時に孤立が予想される地区について、地区の実態を詳細に把握し、救援体制の充

実を図ります。 

 自治会、地域自治組織、公民館等と連携して、消防団への参加を促進します。 

 地域住民等による小中学校の登下校時の見守り活動、地域防犯パトロール隊などの活動を

支援します。 

 屋外拡声放送や緊急防災放送装置などを活用し、災害などの緊急情報が迅速かつ正確に提

供できる体制を構築します。 

 避難所として指定された建物において、施設・設備の充実と必要な物資の備蓄に努めます。 
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⑦ 教育環境の確保 

現状と課題 

○ 将来の益田市を担う子どもたちが益田市を誇りに思えるようなふるさと教育の充実 

○ 自らの人生を能動的に生きていくことができる力を育むライフキャリア教育の充実 

 
 

施策の方向性 

 子どもたちが地域を知り、地域を誇りに思う教育の推進 

 一人の子どもを校内・校外の双方で伸ばす仕組み（横のつながり）と、保幼こ

小中高が連携して伸ばす仕組み（縦のつながり）の構築 

 具体的な取組 

 学校を核とした地域づくりを推進します。 

 子どもが住民の一人として地区の中で活動できる場をつくるため、「学校の学びと地域の実

践の往還（学校の学びを地域活動に活かす取組）を推進します。 

 住民や地域にかかわる様々な人たちとの対話や交流を通じて、子どもたちの「生きる力」

を育みます。 

 

⑧ 地域医療体制の確保 

現状と課題 

○ 持続的な医療の提供 
  

施策の方向性 
 広域の医療機関の連携強化 

 地域包括ケアの推進による医療・介護連携の強化 

 具体的な取組 

 市内の総合病院等を核として、広域にわたる医療機関の連携体制を強化し、地域の現状や

ニーズに応じた適切な医療サービスの提供に取り組みます。 

 益田市医師会と連携し、巡回診療の継続や新技術の活用により、無医地区における医療体

制の確保に努めます。 

 

⑨ 一人暮らし高齢者等の支援充実 

現状と課題 

○ 複合的な課題を抱える世帯への支援 

○ 一人暮らし高齢者等の支援 
  

施策の方向性 
 相談支援体制の充実 

 支え合いの地域づくり 

 具体的な取組 
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 自治会や地域の団体等と連携した見守り活動を通じて、各地区に居住する高齢者等の心身

の健康状態、自動車の運転可否、別居する親族等による支援の必要性等を把握し、関係者

間で情報共有を行います。 

 地域の団体や福祉事業者等と連携を図ることで、地域での助け合いや支え合いの関係を構

築し、身近な地域で相談できる仕組みづくりに取り組みます。 

 各地区の公民館等において、身近な地域での生きがいづくり、健康づくりにつながる各種

事業を展開し、介護予防の取組を進めます。 

 小規模高齢化が進む集落の居住者やその家族等に対して、今後の対応についての対話の促

進を図るとともに、対話環境の整備に取り組みます。 

  



  33 

 

 

 

 

中山間地域の魅力の継承（ウェルビーイングの実現）  

関連する益田市版 SDGs 

 

 

 

 

 

① 地縁に基づく、ひととひとのつながり（心のふるさと）の継承 

現状と課題 

○ 高齢化の進展や社会環境の変化に伴う、ひととひとのつながりの希薄化 
  

施策の方向性 
 地域活動に関わる様々な主体が、互いの情報を共有し課題解決に繋げる場づく

り 

 具体的な取組 

 行政や地域住民、事業者、NPO 法人などの多様な主体が協力し合うことのできる関係構築

のためつながりづくりの場を作ります。 

 子どもから大人まで多世代の人が社会教育の場を通してつながる機会、ふるさとについて

学ぶ機会を提供します。 

 

② 伝統芸能や文化の継承 

現状と課題 

○ 地域資源や地域の魅力の情報発信の不足 

○ 伝統文化・芸能の継承者、担い手不足 

 

施策の方向性 

 地域資源や地域の魅力の情報発信等による関係人口の拡大 

 市街地に居住する住民の中山間地域への理解促進 

 伝統文化・芸能の継承者、担い手育成 

 具体的な取組 

 豊かな自然環境や一貫した連携教育、充実した子育て環境、やりがいや生きがいにあふれ

た仕事や暮らしなど、魅力のある益田の暮らしについて多様なメディアを活用した情報発

信を行います。 

 出身者やこれまでに実施した交流事業などで縁のあった人などとの関係を一層深めるととも

に、新たな人とのつながりを広げる施策（情報発信、イベントの開催等）を展開します。 

基本戦略３ 
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 各地区の歴史や、地区において受け継がれている祭事等の伝統芸能・行事の保存（デジタ

ルアーカイブ化等）に取り組むとともに、伝統芸能・行事を後世へ継承するための活動や

後継者の育成を図ります。 

 市街地に居住する住民に対して、中山間地域の持つ自然環境や食料自給力などの様々な価

値を認識し、活動の担い手となってもらえるよう、中山間地域の実態や取組の周知を図り

ます。 

 

 

③ 自然環境・景観の保全（有害鳥獣被害及び有休農地・耕作放棄地対策の推進） 

 

現状と課題 

○ 有害鳥獣対策 

○ 持続的に発展する農業経営 

○ 農村環境の維持 
  

施策の方向性 

 地域ぐるみの有害鳥獣に対する防除や捕獲の促進  

 農業生産性の向上 

 地域循環型の農業の確立 

 農村環境の維持・保全 

 具体的な取組 

 説明会や研修会の実施等を通じて、鳥獣被害に対する防除や捕獲、鳥獣の生息環境管理に

ついて理解を深め、地域ぐるみでの防除を進めます。 

 担い手への農地集積、集落営農の組織化・広域連携化や作業の効率化を図る圃場整備を進めま

す。 

 農地の利用状況調査や荒廃農地調査を通じて地域の遊休農地の状況を把握します。 

 地域と連携して、圃場、農林道、ため池等、農業生産基盤の整備と継続的な維持を図ります。 

 中山間地域等直接支払交付金等を活用し、生産活動が継続的に行われるよう、地域の活動

体制の維持・強化を進めます。 

 多面的機能支払交付金等を活用し、農業・農村が持つ多面的機能を維持・発揮するための

地域住民の共同活動を支援します。 
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中山間地域の資源を活かした産業の振興 

（スモールビジネスの展開） 

 

関連する益田市版 SDGs 

 

 

 

 

 

① 農林水産業の振興 

現状と課題 

○ 特色ある農林水産業の基盤強化 
  

施策の方向性 

 農林水産業従事者の確保 

 担い手の育成・支援 

 農林水産業の生産性の向上 

 具体的な取組 

 地域と連携して、県内外でのイベント参加を通じたＩ・Ｕターンによる就業者の確保や、

企業への情報提供等による農業への参入促進に取り組みます。 

 国の交付金などを活用しながら、営農支援や農業用施設の維持管理に取り組みます。 

 地域特性を活かした特産品の開発や農林水産物の産地化を進めます。 

 ロボットや Iot、AI 等の技術を活用したスマート農業への取組を進めます。 

 地域の小規模農家が生産する少量多品目の地場農産物と消費者を結び、益田市内外に販路

を拡大するための仕組みの構築を図ります。 

 農家や加工グループなどが農産物の生産から販売までを行い、農産物の付加価値を高め、

所得向上や雇用の創出につながる 6 次産業化の推進を図ります。 

 小売店・スーパーなどにおける地元の農林水産物の取扱いの拡大や、学校や福祉施設など

における地元産品の利用により、地域内流通の拡大を図ります。 

 各地域内での産直市開催の推進や、学校給食にできるだけ地場産物を利用できるような体

制づくりに取り組みます。 

 

② 商工業等の地域産業の振興 

現状と課題 

○ 新規創業と事業承継の支援 

○ 地域産品を活かした産業の支援 
  

基本戦略４ 
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施策の方向性 
 新規創業を創出するための仕組みづくり 

 生産性向上等の取組などの支援 

 具体的な取組 

 産学官連携による技術開発、異分野の連携や企業間連携による商品・サービスの開発に取

り組みます。 
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第５章 計画の推進体制 

（１） 計画の進捗管理と進行管理 

本計画は、上位計画である「第６次益田市総合振興計画」及び「第２期まち・ひと・しごと創生

益田市総合戦略」並びに関連計画を実施する際の具体的な考え方が「中山間地域の振興」という重

要な目的に沿ったものとなるような指針を定めるものであることから、計画の進捗管理は、「第６

次益田市総合振興計画」と「第２期まち・ひと・しごと創生益田市総合戦略」の進捗管理をもって

替えることとします。 

また、計画全体の進行状況を把握し、実効性を担保することを目的に、計画の推進に携わる多様

な主体を中心とした現状の共有と振り返り・今後の方向性を確認する場を設置し、計画の進行管理

を行います。 

 

（２） 多様な主体の役割 

計画の推進にあたっては、市、地域自治組織、住民、中間支援組織等といった多様な主体の協働

により取り組むことが必要です。中山間地域の振興に取り組むうえでの関係主体の役割は益田市協

働のまちづくり推進条例（令和 2 年 3 月 25 日 益田市条例第 3 号）に定めるもののほか、下表の

とおりであると考えることから、これらの総力を結集して計画の推進を図ることが重要です。 

 

関係主体 役割 

住民 
 地域の様々な問題に対して関心を深め、当事者意識をもって、主体的に取り組む 

 計画に基づく施策について、関係主体の相互間で連携を図りながら取り組む 地域自治組織 

中間支援組織  地域自治組織等の取組が円滑に進むよう必要な支援を行うとともに、各主体間の

調整等を行う 

市  地域の住民主体の活動等を支援するとともに市が主体となり計画を推進する 

 地域の実態やニーズの把握に努めるとともに、庁内の計画推進体制の構築と課題

解決に向けた積極的な支援を行う 

 地域づくりのモデルとなる活動や、新たな活動を他地域にもつなげる 

 計画に基づく施策について、関係主体の相互間の連携や各施策間の調整を図る 

 計画に基づく施策について、毎年度実施する「益田市総合戦略審議会」の評価・

検証結果等を踏まえ、実施状況を把握し、計画の進行管理の場で共有・議論する

など、適切な計画の推進に繋げる 





 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

益田市中山間地域振興基本計画（案） 
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第１章 計画の策定にあたって 

１ 計画策定の目的 

本市では、令和 2 年（2020 年）3 月に「益田市協働のまちづくり推進条例」を制定し、NPO 法

人等各種住民団体や行政などの各主体の定義と役割を示すとともに、市民と行政との協働を推進し

てきました。 

また、令和３年（2021 年）３月に策定した「第６次益田市総合振興計画」において、まちの将

来像に「ひとが育ち 輝くまち 益田」を掲げ、本市の特性を活かしたまちづくりを進めています。 

令和 4 年（2022 年）6 月に制定された「益田市中山間地域振興基本条例」（以下、「基本条例」）

では、中山間地域振興に関する３つの理念、市や市民の役割、施策に関する基本方針が示され、中

山間地域振興に関する総合的かつ計画的な推進を図るための基本計画の策定を定めました。基本条

例に基づき、令和 5 年度（2023 年度）より、地域振興アドバイザー、地域自治組織関係者、NPO

関係者、まちづくりコーディネーター、地域おこし協力隊員、連合自治会長会関係者、中間支援組

織関係者及び商工団体関係者などからなる「益田市中山間地域将来ビジョン会議」（以下、「ビジョ

ン会議」）において、中山間地域の今後のあり方についての議論が行われ、その結果が「益田市中

山間地域将来ビジョン」（以下、「将来ビジョン」）として取りまとめられました。 

本計画では、本市は昭和 27 年（1952 年）8 月の市制施行以来、複数回の合併を繰り返してき

た経緯も鑑み、中山間地域全体の施策と、市内 20 地区の地域自治組織の特色ある取組を支援して

いくこととします。 

また、本計画は、本市の上位・関連計画に新たな施策等を「累加」するものではなく、それらを

実施する際の具体的な考え方が「中山間地域の振興」という重要な目的に沿ったものとなるような

指針として定めます。 

 

図表１ 益田市の市制沿革 

 

 

 

 

 

 
          

資料：益田市合併報告書（令和元年 11 月、益田市） 

  

S20.4.1 S27.8.1 S29.4.1 S30.2.1 S30.3.25 S31.4.1 S32.4.1 H16.11.1～

吉田村

高津村

益田町

市町村制施行による町村名 町村合併促進法（S28.10.1）時の町村名

鎌手村

種村

美濃郡

M22.4.1

安田村

北仙道村

豊川村

豊田村

高城村

小野村

中西村

益田市

道川村

匹見上村

匹見下村

益田市

美都村 美都町

匹見村 匹見町

真砂村

二条村

美濃村

東仙道村

都茂村

二川村
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２ 計画の位置づけ 

本計画は、将来ビジョンの内容を踏まえつつ、「第６次益田市総合振興計画」及び「第２期まち・

ひと・しごと創生益田市総合戦略」を上位計画とし、「益田市地域福祉計画」、「益田市都市計画

マスタープラン（策定中）」、「地域計画」などの関連計画及び「第 6 期島根県中山間地域活性化

計画」との整合を図るようにしています。 

 

図表２ 計画の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

島根県の計画 

 第 6 期島根県中山間地域

活性化計画 

益田市の上位計画 

 第 6 期益田市総合振興計画 

 第 2 期まち・ひと・しごと創生

益田市総合戦略 

益田市の関連計画 

 益田市地域公共交通計画 

 第 2 期益田市空家等対策

計画 

 益田市地域福祉計画 

 益田市都市計画マスター

プラン 

 益田市地域計画（人・農

地プラン） 

 益田市地域防災計画 

 第 2 次ますだ食と農の基

本計画 

ビジョン会議からの提案 

益田市中山間地域将来ビジョン 

益田市中山間地域振興基本計画 
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３ 計画の対象区域 

基本条例第２条では、中山間地域を「『山村振興法』で指定された振興山村、『特定農山村地域

における農林業等の活性化のための基盤整備促進に関する法律』で指定された特定農山村地域と、

これらに準ずるものとして規則で定められた区域」と定義されています。 

また、島根県では、島根県中山間地域活性化基本条例に基づいて、過疎地域、特定農山村地域、

辺地地域等のうち一つでも該当する地域が中山間地域とされています。本市においては、「過疎地

域の持続的発展の支援に関する特別措置法」に基づき、市の全域が過疎地域として指定されていま

す。このため、益田市の全域が中山間地域に該当します。 

このことから、計画の区域は益田市の全域とし、地域区分は設けないこととします。 

 

 

図表３ 計画の対象区域と地区区分 
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４ 計画期間 

計画期間は、令和 7 年（2025 年）10 月から令和 12 年（2030 年）9 月までの 5 年間とします。 

 

 

５ 益田市版 SDGs の推進 

本市では、第 6 次益田市総合振興計画において、まちの将来像「ひとが育ち 輝くまち 益田」を

実現し、持続可能な益田市を築くために「益田市版 SDGs」を設定しました。 

益田市にとって身近な目標（＝「益田市版 SDGs」）の達成を目指すことで、その先の国際社会

の目標（＝国連の SDGs）達成に貢献できると考え、令和 3 年度（2021 年度）から令和 12 年度

（2030 年度）までの 10 年間で住民と行政が協働で目指すべき 17 の目標を設定しています。 

本計画においても、益田市版 SDGs の達成を目指して、中山間地域振興に関する施策を推進して

いきます。 

 

図表４ 益田市版 SDGs における 17 の目標 
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第２章 中山間地域の現状と課題 

１ 中山間地域の現状と各地区に共通する課題 

本市の中山間地域は人口減少と高齢化を起因として、多くの解決すべき課題が存在しています。

それらをまとめると、以下の 5 点に集約できます。 

 

（１） コミュニティの弱体化と地域づくり人材の担い手確保 

益田市では、「ひとづくり」に力を入れ、子ども・若者の活躍や他地域の大学生との連携など独

自の活動を展開しています。しかしながら、こうした取組を継続したとしても、本格的な人口減少

社会を迎える中、益田市の人口は今後も減少が続くと見込まれ、地域における自治やコミュニティ

のあり方に大きな影響が及ぶことが予想されます。 

実際に、住民にとって最も身近な自治組織である自治会では、役員のなり手不足や機能低下が顕

在化しています。 

 

（２） 生活機能・サービスの維持 

自家用車を運転することができない住民にとっては、公共交通機関の減便や廃止が懸念されてい

ます。令和 6 年 10 月には、市内を運行する路線バス 3 路線の廃止が発表され、住民の移動手段の

確保が強く求められています。 

また、移動販売や燃料配達などが行われなくなると、暮らしを維持することが困難になります。

住民が主体的に行っている草刈や除雪なども高齢化で徐々に困難になっていきます。 

さらに、行政が実施するインフラ整備や幹線道路の除雪も、財政難や人手不足などで、計画通り

実施しにくい状況が生じつつあります。 

図表５ 集落での困りごとの状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和 5 年度島根県中山間地域実態調査（島根県） 
集落活動調査（集落代表者へのアンケート調査） 
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（３） 伝統文化の継承 

本市では、石見神楽、益田糸操り人形など多くの伝統芸能が無形民俗文化財に指定されています。

これらの伝統芸能は、古くから地域に根付いた文化として、世代を超えて受け継がれてきたかけが

えのないものです。また、伝統芸能は地域独自のものとして継承されることにより、地域住民の「誇

り」の創出にも寄与しています。 

しかし、人口減少・高齢化が進展する中で担い手不足の問題が深刻化するなど、その継承が危ぶ

まれています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真１ 石見神楽              写真２ ○○○○○○○○ 

（益田市観光ガイド HP より転載）            （     より転載）   

 

（４） 農林水産業の振興 

中山間地域の農林水産業は、高齢者を中心に支えられています。そのため、農業においては引退

や自然減などにより耕作者が不在となり、耕作放棄地が増加する傾向にあります。 

また、米を中心とした農産物価格の下落は、農家や営農組織などの営農意欲を減退させています。

そのため、中山間地域等直接支払制度に基づく集落協定を結ばない集落が現れたりしています。加

えて、国では中山間地域等直接支払制度の「集落機能強化加算」の廃止が議論されています。こう

したことは、集落の協同的活動や地域づくり活動の資金確保にも影響を及ぼしています。 

林業においては、市域の約 86％を森林が占めており、そのうち人工林率は 31％となっています。

造林は減少傾向にあり、今後も計画的な保育、間伐を実施することが重要となっています。 

水産業においては、全体の漁獲高が減少傾向にある中で、放流事業などにより漁獲量が徐々に増

加している魚種もありますが、資源の減少など厳しい状況が続いています。 

 

 

 

 

 

 

 

（５） 景観の維持 

中山間地域が有する豊かな自然風景、農村における田園風景も、地域で形成されてきた原風景で

す。しかし近年は、耕作放棄地や荒廃森林が増加し、イノシシ、サル、シカなどをはじめとした鳥

獣による被害が深刻化しています。鳥獣被害の深刻化で離農も進展し、中山間地域の原風景が失わ

れる懸念もあります。 

 

（後ほどグラフ化） 
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写真 3 中垣内の棚田風景        写真 4 ○○○○○○○○ 

         （島根県 HPより転載）        （     より転載） 
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２ 本市の喫緊かつ重要な課題及び今後検討が必要となる課題 

前項で示した中山間地域全体に共通する課題を踏まえ、本市の喫緊かつ重要な課題及び今後検討

が必要となる課題について、個別に整理します。 

（１） 「地域づくり」と「ひとづくり」の推進体制のあり方 

益田市においては、地縁組織である集落を単位として自治会が組織されています。令和６年

（2024 年）12 月末現在、251 の自治会があります。これらの自治会は地区を単位として連合自治

会が組織され、地区の代表組織となっています。 

一方、平成 26 年度（2014 年度）から順次設立されてきた地域自治組織を中心に、各地区の特

色を活かした地域づくりが進められています。地域自治組織とは、「益田市協働のまちづくり推進

条例（益田市条例第 3 号）」において、「地域住民の相互の連携及び協力のもと、地域の課題の解

決及び地域の個性、実情等に応じた地域づくりを行うことを目的として、おおむね公民館の所管す

る区域を範囲に組織される、区域を代表する総合的な自治組織」と定義されています。地域自治組

織は、地縁に基づいて形成された団体である自治会とは異なり、地域住民一人ひとりが主体的に取

り組む地域づくりの形であり、地域が抱える人口減少や少子高齢化といった課題に対して、世代や

性別や立場を超えて話し合い、地域づくりを考える仕組みです。この仕組みは、国や県が進める「小

さな拠点づくり」の考え方に基づいています。 

このように、自治会や地域自治組織の活動は基本的に住民の自発により行われていますが、役員

など主たる活動メンバーから「負担感が大きい」という意見が寄せられている地区もあります。 

他方、公民館は社会教育施設として、地域自治組織と同じ 20 地区に設置されています。益田市

の公民館は、「ひとづくり」の拠点としてのみならず、様々な地域活動の拠点としての役割を担っ

ています。 

地縁組織である自治会（連合自治会）、地域運営組織である地域自治組織、社会教育施設である

公民館のそれぞれは目的を持って設置され、活発な活動が行われています。しかし、いずれも同じ

地区にありながら、連携が十分でなかったり、活動が重複している地区もあります。こうした地区

においては、地域自治組織が本来求められている「地域で活動する様々な人材・団体の連絡・相互

協力・連携・組織化の調整役」としての役割を果たすことや、地域資源（財源、ノウハウ、人材等）

の集約と効果的な活用ができるよう、各地区で地域づくりの推進体制を整えることが重要です。 

そうした中で、市民同士又は市民と行政の間に立ち、協働によるまちづくりを推進し、一層活性

化させるため、中間支援組織との連携も必要となります。 

今後、人口減少や少子高齢化により活動の担い手不足が一層深刻になることも踏まえると、地域

自治組織、公民館、自治会（連合自治会）の機能と役割を整理するとともに、生活機能の確保単位

を含めた地域運営の拠点のあり方や、中間支援組織による支援のあり方も含め、地域づくり・ひと

づくりの推進体制がより効果的で持続可能なものとなるよう、早急に見直していく必要があります。 
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図表６ 「地域づくり」と「ひとづくり」に関わる各主体の定義と役割（現状） 

関係主体 定義 役割 

地域自治

組織 

地域住民の相互の連携及

び協力のもと、地域の課

題の解決及び地域の個

性、実情等に応じた地域

づくりを行うことを目的

として、おおむね公民館

の所管する区域を範囲に

組織される、区域を代表

する総合的な自治組織

（市長の認定を受けたも

のに限る）をいう 

 地域で活動する様々な人材・団体の連絡・相互協力・連携・

組織化の調整役となる 

 地域資源の集約と効率的活用を図ることにより地域社会の一

体性の確保を図り、地域力の向上を図る 

 地域の代表性・正当性の確保を図ることにより、地域を代表

し、市や国、県他関係機関との連絡調整・協働の窓口とな

る 

 地域のニーズを把握し、地区の課題を見出すことにより、地

域の特性に応じた地域住民へのサービスの提供を担う 

 基礎的なコミュニティ組織の自治会・町内会等の規模では実

施困難で、かつ全市的に取り組むには非効率な課題に取り

組む 

 「地域協働」による新たなまちづくりや地域活性化の実現を

図る 

自治会 自治会その他の地縁に基

づいて形成された団体及

び連合自治会をいう 

地域住民の交流を深め、互いに助け合いながら、身近な地域の

課題を解決するよう努める 

自らが行う活動に関し、地域住民の理解を得るよう努めるとと

もに、参加の機会を確保する 

市  多様な主体が取り組む自主的なまちづくりを尊重し、協働によ

るまちづくりを推進する 

協働の推進に際し、多様な主体との対話及び交流の機会をつく

り、多様な主体の意見を広く聴き、施策に反映するよう努める 

多様な主体による協働のまちづくりを推進するため、積極的に

情報提供を行うよう努める 

 
公
民
館 

地域における生活文化の

振興及び社会福祉の増進

を図り、持続可能な地域

づくりに資するための拠

点施設として市が設置す

るものをいう 

住民のために、実際生活に即する教育、学術及び文化に関する

各種の事業を行い、もって住民の教養の向上、健康の増進、情

操の純化を図り、生活文化の振興、社会福祉の増進に寄与する

ことを目的に、次の事業を行う 

 定期講座を開設すること 

 討論会、講習会、講演会、実習会、展示会等を開催すること 

 図書、記録、模型、資料等を備え、その利用を図ること 

 体育、レクリエーション等に関する集会を開催すること 

 各種の団体、機関等の連絡を図ること 

 その施設を住民の集会その他の公共的利用に供すること 

上記のほか、次に掲げる事項に関する業務を行う 

 地域団体及び地域住民による地域活動の支援 

 保健福祉の推進 

 証明書の交付その他の行政サービスの補完 

中間支援 

組織 

市民と市民又は市民と市

の間に立って、協働によ

るまちづくりを推進し、

まちづくりを活性化させ

るために必要な支援を行

うものをいう 

市と連携し、地域の課題解決等に取り組む地域自治組織等の取

組が円滑に進むよう必要な支援を行うとともに、各主体間の調

整を行い、協働によるまちづくりを推進する 

※関係主体の定義と役割は、「益田市協働のまちづくり推進条例」（益田市条例第 3 号）に基づく。また、公民館の定義

と役割は、社会教育法第 22 条及び「益田市公民館設置及び管理に関する条例」（益田市条例第 41 号）に基づく。 
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（２） 「ひとづくり」と担い手の確保及び関係人口の創出 

本市では、「第６次益田市総合振興計画」に先行し「益田市ひとづくり協働構想」を示し、「ひ

とづくり」を進めており、「ひとが育ち輝くまち益田」の実現を目指しています。具体的には、「未

来の益田市を支える担い手」、「しごとの担い手」、「地域づくりの担い手」の育成に取り組んで

います。こうした市全体の取組により、着実に成果が上がっており、「ひとが育ち輝くまち益田 夏

フェス」や「益田市地域づくりフォーラム」等には市内外から多くの参加があり、地域活動に大人

とともに子どもも参画するなど、熱心な取組が行われている地区があります。 

一方で、地域づくりに住民が関わる温度感には地区ごとに差があります。「ひとづくり」におい

ては公民館が重要な役割を果たしていますが、担い手の高齢化や地域自治組織や各種団体との役割

分担が曖昧な地区もあります。 

地域においては草刈をはじめとする生活環境を維持するために、担い手の確保が必要です。多様

な主体が参画し、それぞれの能力が発揮できるような「ひとづくり」の促進とともに、地域や地域

の人々と継続的に多様な形で関わる関係人口の創出にも、引き続き、重要課題として取り組む必要

があります。 

 

図表７ 益田市ひとづくり協働構想におけるひとづくりの維持と関係人口の創出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ひ と が 育 つ ま ち 益 田 

未来の益田市を 

支える担い手 
しごとの 

担い手 

地域づくりの 

担い手 

地域の中で 

体験する・浸る 

地域について 

知る・伝える 

地域のために 

行動・貢献 

地域と共に 

未来を描く・結ぶ 

地域づくり・ 

産業振興を実践 

地域のロールモデル・

世話役 

幼少期 小学生期 中学生期 高校生期 青年期 中・高年期 

益田市ライフキャリア教育 

 関係人口   関係人口 

益田出身者 

移住希望者 

市外の大学生 

市外・都会の

企業（会社員） 
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（３） 無住化が危惧される集落等への対応 

中山間地域にある多数の集落は、過去から歴史が連綿と受け継がれてきた、かけがえのない存在

です。全ての集落は、引き続き維持されることが望ましいところですが、今後、過疎化と高齢化が

極端に進んだ集落においては、最終的に居住者が消滅する可能性も孕んでいます。こうした「無住

化が危惧される集落」に対し、どのような対応をすべきか検討する必要があります。 

一方、既に集落としての機能を実質的に失いながらも、少数の世帯により居住が継続している集

落においては、そこに住まう住民の意志と活動により集落が維持されてきました。今後、集落の置

かれた状況によっては、将来的な移転・統合、機能再編、家屋の管理、維持すべきインフラ（道路・

水道・電気等）の絞り込みなど、無住化後の集落のあり方を事前に検討することが必要になります。 

 

図表 8 益田市における集落（自治会）の現状 

地域名 行政区数 

集落数（自治会数） 

総人口
（人） 

65 歳以
上人口
（人） 

高齢化率 
 

限界的集落（自治会） 

※内数 

危機的集落

（自治会） 

※内数 

実数(割合) 実数(割合) 

益田 188 185 12 

（6.5％） 

2 

（1.1%） 

40,483 15,575 38.5% 

 

 

       

 

 

       

 

 

       

 

 

       

 

 

       

 

 

       

 

 

       

 

 

       

 

 

       

 

 

       

 

 

       

 

 

       

 

 

       

地区ごとの表に修正 
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合計        

※ 数値は毎月の住民基本台帳に基づく調査。限界的集落、危機的集落の基準は、島根県中山間地域研究センターの定

義を参考に設定。 

 集落…地区の中に多数の集落が点在しているが、本調査では集落を把握していないため、自治会を単位として調査 

 限界的集落…高齢化率 50％以上かつ総戸数 19 戸以下の集落 

 危機的集落…高齢化率 70％以上かつ総戸数９戸以下の集落 

 資料：「益田市における集落（自治会）の現状～高齢化率、限界的集落、危機的集落の調査結果～」 
（令和７年 1 月末日現在、益田市連携のまちづくり推進課） 
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第３章 計画の基本的な考え方 

１ 基本方針・目標 

（１） 基本方針 

前章において整理したとおり、益田市の中山間地域では、コミュニティの弱体化と地域づくり人

材の担い手確保、生活機能・サービスの維持、伝統文化の継承、農林水産業の振興、景観の維持が

共通する課題となっています。これらの課題に加えて、本市における喫緊かつ重要な課題及び今後

検討が必要となる課題として、「『地域づくり』と『ひとづくり』の推進体制のあり方」、「『ひ

とづくり』と担い手確保及び関係人口の創出」、「無住化が危惧される集落等への対応」が挙げら

れます。 

今後は、人口減少や少子高齢化がさらに進むことで、これらの課題はさらに深刻化していくと考

えられます。人口減少が避けられない現状であることを受け止めるとともに、本市の魅力である「ひ

と」とのつながりや自然、地域資源等を活かしつつ、新たな地域づくりに取り組むことが必要です。 

こうしたことを踏まえ、計画の基本方針を次のとおり設定します。 

 

 

人口が減少しても、豊かに暮らしていくことができる仕組みづくり 

 

 

地域を持続させていくためには、この仕組みづくりとともに、地域コミュニティを持続させるた

めに必要な人口を維持していくことが必要です。本計画では、この一連の考え方を「縮充」と定義

します。 
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自助 

現状 

今後 

共助 公助 

各課 

自助 公助 

各課 

各課 

行政 

行政 

地域自治組織 

 

各種団体  

各種団体  

住民 

自治会 

 

地域自治組織 
地区の各種団体 

共助 

協働の場 

（２） 基本目標 

「縮充」の地域づくりを進めるにあたっては、自助・共助・公助の最適バランスを追求していく

必要があります。 

中山間地域が人口減少や少子高齢化により疲弊していく中で、住民や自治会による自助や地区の

各種団体による共助での地域社会の維持には限界があり、その傾向は深刻化することが想定されま

す。また、近年では切実に支援を必要とするヤングケアラーや身寄りのない高齢者が顕在化してい

ます。一方で、行政による公助を行ううえでの人的、財政的資源をこれまで以上に潤沢に確保して

いくことは困難です。 

したがって、中山間地域に対する支援については、重要または喫緊の分野に集約していく必要が

あり、自助・共助・公助の最適バランスを追究する中で、地域自治組織などの中山間地域における

共助の担い手を重点的に支援していくこととします。 

これらのことを踏まえ、基本目標を次のとおり設定します。 

 

 

誇りと生きがいを持って暮らすことのできる中山間地域の実現 

 

 

この目標を達成するためには、公民館による「ひとづくり」の活動と一体で地域づくりに取り組

むための人員体制の整備や、地域自治組織や自治会に対する補助を充実していくことも必要です。

医療や買い物といった生活機能を確保することに加えて、地域自治組織の設立にあたり各地区にお

いて策定されている「まちづくりプラン」に基づき、人的・財政的に必要な行政支援を行っていき

ます。 

図表９ 自助・共助・公助の最適バランスのイメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

住民・自治会 
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２ 基本戦略 

基本方針に掲げる「人口が減少しても、豊かに暮らしていくことができる仕組みづくり」を実現

するにあたっては、次の 3 つの観点から戦略的に取り組む必要があります。 

まず、「人口減少への対応」です。これは、人口が減っても豊かで幸せに暮らせる地域づくりの

ことを指します。具体的には、自治会などが担っている機能を見直し、地域の負担を軽減するため、

地域が「やりたいこと」を主軸として「やれること」と「やるべきこと」を整理し、資源の集約化

と効率的な地域づくりを推進する必要があります。その際には新しい技術の活用も求められます。 

二つ目は、「人口減少の緩和」です。これは、人口減少のカーブを少しでも抑制する施策のこと

を指します。人口減少を前提としても、地域を維持するために最低限の人口を確保する必要があり

ます。そのため、移住・定住政策に引き続き取り組むとともに、ライフキャリアが体現できるまち

づくりや、地域全体で子どもの育ちを支援するなど、子どもを産み・育てやすい環境づくりを推進

する必要があります。 

最後は、「人口減少への挑戦」です。これは、地域の魅力・元気を生み出す夢のある新しいチャ

レンジのことを指します。中山間地域の新たな可能性を模索し続け、恵まれた自然環境を活かした

ビジネス、農林水産業の新規参入、特産物の開発などの産業づくりを支援するための取組が必要で

す。また、市内事業者との連携や地域自治組織との協働などにより地域住民のみならず、地域外の

人々による関わりを高めていくことが必要です。 

こうしたことを踏まえ、基本目標を達成するための基本戦略を次のとおり定めます。 

 

基本戦略１ 地域づくりとひとづくりの推進（中山間地域を支えるひとの確保） 

基本戦略２ 小さな拠点づくりの推進（ルーラル・ミニマムの構築） 

基本戦略３ 中山間地域の魅力の継承（ウェルビーイングの実現） 

基本戦略４ 中山間地域の資源を活かした産業の振興（スモールビジネスの展開） 

 

個々の基本戦略の概要は以下のとおりです。 

■基本戦略１ 地域づくりとひとづくりの推進（中山間地域を支えるひとの確保） 

人口減少が進み活動の担い手が不足する状況下では、地域外から地域に関わる「関係人

口」の創出に取り組むことが必要です。関係人口の創出により、中山間地域を支えるひとを

増やすとともに、将来的な移住・定住につなげることで、人口減少の緩和を目指します。 

あわせて、地区内における「ひとづくり」の活動を充実させることで、これからの益田市

を支えるひとの創出を持続させることを目指します。 

■基本戦略 2 小さな拠点づくりの推進（ルーラル・ミニマムの構築） 

中山間地域で生活するために最低限必要な機能やサービスを維持するとともに、人口減少

を見据えた社会資本整備に取り組むことで、「ルーラル・ミニマム」の確保を目指します。 

■基本戦略３ 中山間地域の魅力の継承（ウェルビーイングの実現） 

受け継がれてきた伝統文化や豊かな自然環境といった中山間地域の魅力や財産を後世に受

け継いでいくとともに、自然環境や景観の保全を図ります。 

また、ひととひととのつながりを継承し、住民が身体的・精神的・社会的に良好な状態を

保ち、日々の暮らしを送ることで幸せが持続できる、地域共生社会の実現を目指します。 

■基本戦略４ 中山間地域の資源を活かした産業の振興（スモールビジネスの展開） 

農地・山林・水資源の活用による生産性を重視した「稼げる農林水産業」の展開を推進す

るとともに、美しい農村景観を維持していくことを目指します。また、地域独自の資源を活

用した商工業の取組を推進し、中山間地域の地域産業の振興を目指します。 
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３ 共助の実現に向けた支援の考え方 

人口減少や少子高齢化により担い手不足が深刻化していく中で、地域づくりにあたっては、引き

続き「地域づくり」と「ひとづくり」を一体的に推進していく必要があります。 

 

（１） 地域の支援体制 

① 公民館 

人口減少や少子高齢化により担い手不足が深刻化していく中で、公民館は地域を支える拠点であ

るとともに、地域自治組織や自治会等の地域団体の活動拠点となっています。 

また、地域の中での共助を担う団体の持続可能な活動のための「ひとづくり」の拠点として、未

来の担い手を育成していきます。 

    一方で、地域の担い手不足が避けられない中、より少ない人員で、地域の拠点を維持していく方策を見 

出していく必要もあります。 

② 公民館の所管区域の見直し 

「今後の小学校のあり方に関する基本方針」に従い、「学校を核とした地域づくり」を目指すた

めには、公民館が果たす役割は大きなものです。しかし、地域の担い手不足が深刻化すれば、従

来どおりの公民館の所管区域を前提とした集落活動の維持等が困難となることも想定されます。 

 こうした状況から、将来的にはこれまでの公民館の所管区域の見直しも検討していく必要があ 

ります。 

③ 「ふるさと・ひとつなぎコーディネーター」の設置 

「今後の小学校のあり方に関する基本方針」において「学校を核とした地域づくり」を進めてい

ることから、中学校区のコミュニティスクールのエリアを基本とし、そのエリアごとに「ふるさと・

ひとつなぎコーディネーター」（旧社会教育コーディネーター）を配置します。 

この「ふるさと・ひとつなぎコーディネーター」は、配置された中学校区内の公民館職員と連携

しながら、子どもを中心としたひとづくりと地域づくりのコーディネートを担います。 

④ 「地域マネージャー」への移行支援 

これまで市において配置してきた地域魅力化応援隊員を縮小・廃止し、地域自治組織が自立的か

つ地域の状況に応じた活動となるよう全地域における地域マネージャーへの移行支援をします。 

 

（２） 共助を主に担う地域自治組織の支援の充実 

地域には共助を担う自治会やその他さまざまな団体が存在しますが、地域自治組織は、地域の代

表団体であり、それらの団体間の連携や相互協力など調整役を果たす役割があります。（図表 6） 

また、各地域自治組織において策定している「まちづくりプラン」は、その地域全体における課

題解決や、地域の特色を生かす取組みであることから、市は、自助・共助・公助のバランスを追求

した共助の実現に向けた支援として、共助を主に担う地域自治組織に対し支援を充実していきます。 

 

地域づくり体制の構築にあたって、以下の支援を行います。 

 「持続可能な地域づくりに資するための拠点施設」として、公民館がを引き続き地域自治

組織がの活動拠点として利活用できるよう支援します。その際には、維持管理等の指定管

理も視野に入れることとします。（参照：図表 6） 

 まちづくり活動交付金の拡充を行います検討します。 

 庁内の部署間で横断的に連携するネットワーク体制を構築し、担当職員の配置による支援

を行います。 

 市は委託事業として、中間支援組織と協働しによる伴走支援を行います。 

 

 

 

検 討 中 
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第４章 施策の体系と内容 

（１） 施策の体系 

第一章で述べたとおり、本市では、「第６次益田市総合振興計画」、「第２次まち・ひと・しご

と創生益田市総合戦略」及び中山間地域振興に関連する個別計画（「益田市地域公共交通計画」、

「第 2 期益田市空家等対策計画」、「益田市地域福祉計画」等）は策定済みであることから、既存

の計画等に新たな計画を「累加」するのではなく、それらを実施する際の具体的な考え方が「中山

間地域振興」という重要な目的に沿ったものとなるよう、本計画の基本方針、基本目標及び基本施

策と、それぞれの基本施策に基づく具体施策を次のとおり定めます。 

図表 12 施策の体系図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

誇りと生きがいを持って暮らすことができる中山間地域の実現 基本目標 

基本方針 人口が減少しても豊かに暮らしていける仕組みづくり 

基本戦略 

２ 小さな拠点づくりの推進 

（ルーラル・ミニマムの構築） 

① 安全・安心な生活交通の確保 

② 買い物・燃料確保支援対策の推進 

③ 草刈・除雪対策の推進 

④ 道路インフラの維持・整備 

➄ 空き家対策の推進 

⑥ 地域防災力の強化 

⑦ 教育環境の確保 

⑧ 地域医療体制の確保 

⑨ 一人暮らし高齢者等の支援充実 

３ 中山間地域の魅力の継承 

（ウェルビーイングの実現） 

① 地縁に基づく、ひととひとのつながり（心のふるさと）の継承 

② 伝統芸能や文化の継承 

③ 自然環境・景観の保全（有害鳥獣被害及び遊休農地・耕作放棄地対

策の推進） 

４ 中山間地域の資源を活かした産業の振興 

（スモールビジネスの展開） 

① 農林水産業の担い手確保 

② 商工業等の地域産業の振興 

１ 地域づくりとひとづくりの推進 

（中山間地域を支えるひとの確保） 

① 地域づくりとひとづくりの一体的推進 

② 関係人口の創出及び移住・定住の促進 

③ 学校教育・社会教育による「ひとづくり」活動の維持 

④ 地域資源や地域の魅力の情報発信 
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地域づくりとひとづくりの推進（中山間地域を支えるひとの確保） 

  

（中山間地域を支えるひとの確保） 

 

 

 

（２） 施策の内容 

 
    

 

関連する益田市版 SDGs 

 

 

 

 

① 地域づくりとひとづくりの一体的推進 

現状と課題 

〇 地域自治組織と公民館の連携や協働が不十分 

○ ひとづくり・地域づくり活動の担い手不足 

○ 持続可能な地域づくり及びひとづくりの推進体制の構築 

○ 学校教育と社会教育の往還 

 

施策の方向性 

 公民館と地域自治組織の連携強化 

 地域自治組織を中心とした資源の集約化による効率的な地域づくりの推進 

 社会教育の推進と活動拠点づくり 

 地域づくり・ひとづくりに係る人的支援の強化、地域人材の育成 

 ライフキャリア教育の推進による生きる力の推進 

 協働のまちづくりの気運醸成 

具体的な取組 

 地域自治組織への支援の見直し・拡充を検討します。 

 地域自治組織ガイドブックを活用した地域自治組織の役割や活動内容に関する周知を行い

ます。 

 社会教育活動の推進体制を整備します。 

 地域マネージャー等地域自治組織への支援に関する諸制度を活用します。 

 

② 関係人口の創出及び移住・定住の促進 

現状と課題 

○ 人口流出による過疎化や高齢化 
  

施策の方向性 

 地域の情報発信等による移住・定住人口の拡大 

 住まいへの支援 

 結婚・出産・子育てへの支援 

基本戦略１ 
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 具体的な取組 

 関係団体等と連携して、観光資源の魅力向上や掘り起こし、外国人の利便性向上を図るた

めの受入環境の整備に取り組みます。 

 空き家バンク制度などによる住まいへの支援を行い、U・I ターンや定住を促進します。 

 地区つろうて子育て協議会などと連携して、家庭、地域、学校が一体となり、子どもが育

つ環境と体制の整備を進めます。 

 地域における福祉、医療、保健、教育などの関係機関が連携して、子育てに関する相談体

制の充実を図ります。 

 放課後児童クラブの設置やファミリー・サポート・センターの利用促進により、子どもを

安心して預けることができる体制の更なる拡充を図ります。 

 

③ 学校教育・社会教育による「ひとづくり」活動の維持 

現状と課題 

○ 公民館が地区の様々な団体の事務局機能を担っていること等により、「ひとづくり」の活動に

集中することができていない 
  

施策の方向性 
 社会教育施設である「公民館」や地域がひとづくりに専念できる環境の整備 

 益田市民による「ひとづくり」活動の維持 

 具体的な取組 

 各地区の公民館が、「つどう」「まなぶ」「むすぶ」「いかす」という機能を最大限に発揮し

て「ひとづくり」の活動に取り組める環境や体制の整備を行います。 

 「益田市ひとづくり協働構想」に基づき、「益田市版未来の担い手コンソーシアム（共同

体）」の取組の推進を始め、ライフステージごとの取組を切れ目なく進めるとともに、多世

代が関わる学習プログラムをつくり、様々な地域、世代の人が学習・交流できる機会を提

供します。 

 市民学習センターや各公民館での講座の開催にあたっては、市民ニーズを尊重しつつも、

「地域の担い手(リーダー)を育成する」との視点を持ち多様な地域課題に対応した学びの機

会を提供します。 

 

④ 地域資源や地域の魅力の情報発信  

現状と課題 

○ 地域資源や地域の魅力の情報発信の不足 

○ 伝統文化・芸能の継承者、担い手不足 

 

施策の方向性 

 地域資源や地域の魅力の情報発信等による関係人口の拡大 

 都市部の人々の益田市内中山間地域への理解促進 

 伝統文化・芸能の継承者、担い手育成 

 具体的な取組 



20  

 豊かな自然環境や一貫した連携教育、充実した子育て環境、やりがいや生きがいに溢れた

仕事や暮らしなど、魅力のある益田の暮らしについて多様なメディアを活用した情報発信

を行います。 

 出身者やこれまでに実施した交流事業などで縁のあった人などとの関係を一層深めるととも

に、新たな人とのつながりを広げる施策（情報発信、イベントの開催等）を展開します。 

 各地区の歴史や、地区において受け継がれている祭事等の伝統芸能・行事の保存（デジタ

ルアーカイブ化等）に取り組むとともに、伝統芸能・行事を構成へ継承するための活動や

後継者の育成を図ります。 
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小さな拠点づくりの推進（ルーラル・ミニマムの構築） 

関連する益田市版 SDGs 

 

 

 

 

① 安全・安心な生活交通の確保 

現状と課題 

○ 利用者の減少と効率的な運行への対応 

○ 運転士不足への対応 

○ まちづくりと連動した公共交通体系の構築 

○ 地域を含め、多様な主体と協働・連携した対応 
 

施策の方向性 

 住民の日常生活やまちづくりを支える地域公共交通網の形成 

 利用しやすい地域公共交通サービスの提供 

 持続可能な地域公共交通の仕組みづくり 

 具体的な取組 

 国の補助制度等も活用しながら、市内路線バスや乗合タクシー等の生活交通の維持・確保

に努めます。 

 各地域を運行する公共交通について、継続的に、住民及び交通事業者等との間で協議、調

整を図り、必要に応じてルートや便数、ダイヤ等を見直し、利便性の向上に努めます。 

 現在構成している公共交通体系では移動手段の確保が困難な地域においては、その地域内

での運行が可能な旅客運送サービスの活用も視野に入れた検討を行います。 

 

② 買い物・燃料確保支援対策の推進 

現状と課題 

○ 商店が無いことによる買い物困難者の増加 

○ ガソリンスタンドが無いことによる、生活機能の不便 
 

施策の方向性  移動販売、ネット販売、店舗への送迎サービス等の既存システムの活用 

 具体的な取組 

 移動販売・食材配達等のサービス提供エリアの拡大など、民間事業者や地域が主体となった

買い物支援・燃料確保に関する取組への支援を行います。 

 事業所や社会福祉協議会等と連携し、ひとり暮らしの高齢者を対象とした配食サービスを

展開します。 

基本戦略２ 
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③ 草刈・除雪対策の推進 

現状と課題 

○ 担い手不足 

○ 担い手への負担増 

○ 草刈・除雪の燃料高騰 
  

施策の方向性  地域が主体となって草刈・除雪を持続的に実施できる体制の構築 

 具体的な取組 

 草刈り・除雪作業を業務委託することができる事業所や団体等に関する情報を収集し、地

域へ提供します。 

 草刈り・除雪作業の業務委託にあたっての単価の見直しに向け、事業者や団体と地域との

調整を行います。 

 

④ 道路インフラの維持・整備 

現状と課題 

○ 市道管理路線及び延長の増 

○ 施設の老朽化 
  

施策の方向性 

 路線集約化の検討 

 管理を実施するうえでの評価基準策定の検討 

 道路利用者からの情報提供の効率化 

 具体的な取組 

 協働による安全できれいな道路環境づくりや、地域特性に応じた整備・維持管理を推進す

るため、市道の修繕・維持管理にあたっての評価基準の設定を検討します。 

 新技術を活用しながら、市の管理する道路（舗装）、橋梁、トンネル及び道路付属物（道路

照明）の長寿命化に取り組みます。 

 センサーやタブレット等を用いたインフラの点検を行える環境の整備を行うデータベース

を構築することで、生活利便性の向上や行政の効率化を図ります。 

 地域と連携して不具合発生状況を共有したり、点検結果をデータベース化したりするな

ど、新技術を活用した維持管理を推進します。 

 無住化が危惧される集落について、住民の意見を十分に聞きながら、路線の集約化や、利

用頻度の低いインフラの見直しに取り組みます。 
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➄ 空き家対策の推進  

現状と課題 

○ 建物管理の必要性や空き家問題への理解不足 

○ 所有者が不明な空き家の増加 
 

施策の方向性 

 市民の意識の醸成 

 空き家等の適切な維持管理 

 空き家・跡地の利活用 

 具体的な取組 

 地域と連携して、居住段階から所有者及びその家族等に対して、建物の管理や利活用につ

いての意識の醸成を図ります。 

 益田市空き家バンクナビを通して住宅の情報を発信し、空き家を活用した定住等の促進を

図ります。 

 老朽危険空き家の除却を促進するため、除却に要する費用の一部補助等による支援や、空

き家の問題に対する啓発を行います。 

 管理不全化した空き家の状況を把握するため、自治会と連携した空き家情報の収集・共有

を行います。 

 

⑥ 地域防災力の強化 

現状と課題 

○ 危機管理体制の強化 
  

施策の方向性 
 自主防災体制の整備 

 危機管理体制の充実 

 具体的な取組 

 地域ごとの自主防災組織の組織化を推進します。 

 自治会内において、自主防災意識の向上、防災リーダー育成組織の設置推進に取り組みます。 

 自主防災組織や自治会と協力して、防災講演会、避難訓練、消火訓練等に取り組みます。 

 自主防災組織の役割と必要性を啓発し、地域の実情に合わせた組織の育成と活動を推進し

ます。 

 災害発生時に孤立が予想される地区について、地区の実態を詳細に把握し、救援体制の充

実を図ります。 

 自治会、地域自治組織、公民館等と連携して、消防団への参加を促進します。 

 地域住民等による小中学校の登下校時の見守り活動、地域防犯パトロール隊などの活動を

支援します。 

 屋外拡声放送や緊急防災放送装置などを活用し、災害などの緊急情報が迅速かつ正確に提

供できる体制を構築します。 

 避難所として指定された建物において、施設・設備の充実と必要な物資の備蓄に努めます。 
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⑦ 教育環境の確保 

現状と課題 

○ 将来の益田市を担う子どもたちが益田市を誇りに思えるようなふるさと教育の充実 

○ 自らの人生を能動的に生きていくことができる力を育むライフキャリア教育の充実 

 
 

施策の方向性 

 子どもたちが地域を知り、地域を誇りに思う教育の推進 

 一人の子どもを校内・校外の双方で伸ばす仕組み（横のつながり）と、保幼こ

小中高が連携して伸ばす仕組み（縦のつながり）の構築 

 具体的な取組 

 学校を核とした地域づくりを推進します。 

 子どもが住民の一人として地区の中で活動できる場をつくるため、「学校の学びと地域の実

践の往還（学校の学びを地域活動に活かす取組）を推進します。 

 住民や地域にかかわる様々な人たちとの対話や交流を通じて、子どもたちの「生きる力」

を育みます。 

 

⑧ 地域医療体制の確保 

現状と課題 

○ 持続的な医療の提供 
  

施策の方向性 
 広域の医療機関の連携強化 

 地域包括ケアの推進による医療・介護連携の強化 

 具体的な取組 

 市内の総合病院等を核として、広域にわたる医療機関の連携体制を強化し、地域の現状や

ニーズに応じた適切な医療サービスの提供に取り組みます。 

 益田市医師会と連携し、巡回診療の継続や新技術の活用により、無医地区における医療体

制の確保に努めます。 

 

⑨ 一人暮らし高齢者等の支援充実 

現状と課題 

○ 複合的な課題を抱える世帯への支援 

○ 一人暮らし高齢者等の支援 
  

施策の方向性 
 相談支援体制の充実 

 支え合いの地域づくり 

 具体的な取組 
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 自治会や地域の団体等と連携した見守り活動を通じて、各地区に居住する高齢者等の心身

の健康状態、自動車の運転可否、別居する親族等による支援の必要性等を把握し、関係者

間で情報共有を行います。 

 地域の団体や福祉事業者等と連携を図ることで、地域での助け合いや支え合いの関係を構

築し、身近な地域で相談できる仕組みづくりに取り組みます。 

 各地区の公民館等において、身近な地域での生きがいづくり、健康づくりにつながる各種

事業を展開し、介護予防の取組を進めます。 

 小規模高齢化が進む集落の居住者やその家族等に対して、今後の対応についての対話の促

進を図るとともに、対話環境の整備に取り組みます。 
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中山間地域の魅力の継承（ウェルビーイングの実現）  

関連する益田市版 SDGs 

 

 

 

 

 

① 地縁に基づく、ひととひとのつながり（心のふるさと）の継承 

現状と課題 

○ 高齢化の進展や社会環境の変化に伴う、ひととひとのつながりの希薄化 
  

施策の方向性 
 地域活動に関わる様々な主体が、互いの情報を共有し課題解決に繋げる場づく

り 

 具体的な取組 

 行政や地域住民、事業者、NPO 法人などの多様な主体が協力し合うことのできる関係構築

のためつながりづくりの場を作ります。 

 子どもから大人まで多世代の人が社会教育の場を通してつながる機会、ふるさとについて

学ぶ機会を提供します。 

 

② 伝統芸能や文化の継承 

現状と課題 

○ 地域資源や地域の魅力の情報発信の不足 

○ 伝統文化・芸能の継承者、担い手不足 

 

施策の方向性 

 地域資源や地域の魅力の情報発信等による関係人口の拡大 

 市街地に居住する住民の中山間地域への理解促進 

 伝統文化・芸能の継承者、担い手育成 

 具体的な取組 

 豊かな自然環境や一貫した連携教育、充実した子育て環境、やりがいや生きがいにあふれ

た仕事や暮らしなど、魅力のある益田の暮らしについて多様なメディアを活用した情報発

信を行います。 

 出身者やこれまでに実施した交流事業などで縁のあった人などとの関係を一層深めるととも

に、新たな人とのつながりを広げる施策（情報発信、イベントの開催等）を展開します。 

基本戦略３ 
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 各地区の歴史や、地区において受け継がれている祭事等の伝統芸能・行事の保存（デジタ

ルアーカイブ化等）に取り組むとともに、伝統芸能・行事を後世へ継承するための活動や

後継者の育成を図ります。 

 市街地に居住する住民に対して、中山間地域の持つ自然環境や食料自給力などの様々な価

値を認識し、活動の担い手となってもらえるよう、中山間地域の実態や取組の周知を図り

ます。 

 

 

③ 自然環境・景観の保全（有害鳥獣被害及び有休農地・耕作放棄地対策の推進） 

 

現状と課題 

○ 有害鳥獣対策 

○ 持続的に発展する農業経営 

○ 農村環境の維持 
  

施策の方向性 

 地域ぐるみの有害鳥獣に対する防除や捕獲の促進  

 農業生産性の向上 

 地域循環型の農業の確立 

 農村環境の維持・保全 

 具体的な取組 

 説明会や研修会の実施等を通じて、鳥獣被害に対する防除や捕獲、鳥獣の生息環境管理に

ついて理解を深め、地域ぐるみでの防除を進めます。 

 担い手への農地集積、集落営農の組織化・広域連携化や作業の効率化を図る圃場整備を進めま

す。 

 農地の利用状況調査や荒廃農地調査を通じて地域の遊休農地の状況を把握します。 

 地域と連携して、圃場、農林道、ため池等、農業生産基盤の整備と継続的な維持を図ります。 

 中山間地域等直接支払交付金等を活用し、生産活動が継続的に行われるよう、地域の活動

体制の維持・強化を進めます。 

 多面的機能支払交付金等を活用し、農業・農村が持つ多面的機能を維持・発揮するための

地域住民の共同活動を支援します。 
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中山間地域の資源を活かした産業の振興 

（スモールビジネスの展開） 

 

関連する益田市版 SDGs 

 

 

 

 

 

① 農林水産業の振興 

現状と課題 

○ 特色ある農林水産業の基盤強化 
  

施策の方向性 

 農林水産業従事者の確保 

 担い手の育成・支援 

 農林水産業の生産性の向上 

 具体的な取組 

 地域と連携して、県内外でのイベント参加を通じたＩ・Ｕターンによる就業者の確保や、

企業への情報提供等による農業への参入促進に取り組みます。 

 国の交付金などを活用しながら、営農支援や農業用施設の維持管理に取り組みます。 

 地域特性を活かした特産品の開発や農林水産物の産地化を進めます。 

 ロボットや Iot、AI 等の技術を活用したスマート農業への取組を進めます。 

 地域の小規模農家が生産する少量多品目の地場農産物と消費者を結び、益田市内外に販路

を拡大するための仕組みの構築を図ります。 

 農家や加工グループなどが農産物の生産から販売までを行い、農産物の付加価値を高め、

所得向上や雇用の創出につながる 6 次産業化の推進を図ります。 

 小売店・スーパーなどにおける地元の農林水産物の取扱いの拡大や、学校や福祉施設など

における地元産品の利用により、地域内流通の拡大を図ります。 

 各地域内での産直市開催の推進や、学校給食にできるだけ地場産物を利用できるような体

制づくりに取り組みます。 

 

② 商工業等の地域産業の振興 

現状と課題 

○ 新規創業と事業承継の支援 

○ 地域産品を活かした産業の支援 
  

基本戦略４ 
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施策の方向性 
 新規創業を創出するための仕組みづくり 

 生産性向上等の取組などの支援 

 具体的な取組 

 産学官連携による技術開発、異分野の連携や企業間連携による商品・サービスの開発に取

り組みます。 
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第５章 計画の推進 

本計画は、上位計画である「第 6 次益田市総合振興計画」及び「第 2 期まち・ひと・しごと創生

益田市総合戦略」並びに関連計画を実施する際の具体的な考え方が「中山間地域の振興」という重

要な目的に沿ったものとなるような指針を定めるものであることから、計画の進行管理は、「第 6

次益田市総合振興計画」と「第 2 期まち・ひと・しごと創生益田市総合戦略」の進行管理をもって

替えることとします。 

計画の進捗状況を把握したうえで、「協働推進ネットワーク庁内会議」などを運用することで、

適切な支援につなげます。 

なお、計画の推進にあたっては、市、地域自治組織、住民、中間支援組織等がみんなで一つのチー

ムとなって取り組むことが必要です。中山間地域の振興に取り組むうえでの関係主体の役割は下表

のとおりです。 

 

関係主体 役割 

住民 
計画に基づく施策について、関係主体の相互間で連携を図りながら取り組む 

地域自治組織 

中間支援組織 地域自治組織等の取組が円滑に進むよう必要な支援を行うとともに、各主体間の調

整等を行う 

市  地域の住民主体の活動等を支援する 

 地域づくりのモデルとなる活動や、新たな活動を他地域にもつなげる 

 計画に基づく施策について、関係主体の相互間の連携や各施策間の調整を図る 

 計画に基づく施策について、毎年度実施する「第 6 次益田市総合振興計画（前期

基本計画）」及び「第 2 期まち・ひと・しごと創生益田市総合戦略」の評価・検

証結果等を踏まえ、実施状況を把握し、計画との差異分析と評価を行う。 

 



 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

益田市中山間地域振興基本計画（案） 

 

令和 7 年 3 月時点 

益田市 

 

 

 



計画骨格等の修正について（新旧対象及び修正の考え方）

P P 修正の考え方

1

1 １　計画策定の目的 1 １　計画策定の目的 －

2 ２　計画の位置づけ 2 ２　計画の位置づけ －

3 ３　計画の対象区域 3 ３　計画の対象区域 －

4 ４　計画期間 4 ４　計画期間 －

4 ５　益田市版SDGｓの推進 4 ５　益田市版SDGｓの推進 －

5

5 １　中山間地域の現状と各地区に共通する課題 5 １　中山間地域の現状と各地区に共通する課題

5 （１）コミュニティの弱体化と地域づくり人材の担い手確保 5 （１）人口減少を主因とする地域の担い手の減少

・当初案では、担い手不足に特化した表現となっており、「コミュニティの弱

体化」の要素も挿入

・タイトルは本文に合う表現に変更

5 （２）生活機能・サービスの維持 5 （２）生活機能・サービス維持の困難化 ・「課題」として書きぶりを揃えた

6 （３）伝統文化の継承 7 （３）中山間地域の魅力の低下
・伝統文化だけではなく、文化・風土の弱体化の内容を挿入

・（５）景観の維持の内容を統合

6 （４）農林水産業の振興 7 （４）中山間地域の産業の衰退

・担い手不足だけが産業の弱体化の要因ではく、そのことにも起因する産業構

造の変容による、中山間地域の資源を活用したビジネスが成り立たなくなって

いることを挿入

6 （５）景観の維持 － － ・（３）へ統合

8 ２　本市の喫緊かつ重要な課題及び今後検討が必要となる課題 8 ２　本市の喫緊かつ重要な課題及び今後検討が必要となる課題

8 （１）「地域づくり」「ひとづくり」の推進体制のあり方 8
（１）地区の実態に応じた「地域づくり」「ひとづくり」の推

進体制の構築

・「地区別の地域づくり推進体制が構築しきれていないこと」をタイトルで表

現

10 （２）「ひとづくり」と担い手の確保及び関係人口の創出 11 （２）地域の担い手不足 ・「地域の担い手不足」と明記した方が分かりやすい

11 （３）無住化が危惧される集落等への対応 12 （３）無住化が危惧される集落等への対応 －

１　基本方針・目標 １　基本目標・方針 ・方針と目標を整理

（１）基本方針 （１）基本目標

　人口が減少しても、豊かに暮らしていくことができる仕組みづ

くり

　人口が減少しても、誇りと生きがいを持って、豊かに暮らして

いくことができる縮充の中山間地域を実現させる

（２）基本目標 （２）基本方針

　誇りと生きがいを持って暮らすことのできる中山間地域の実

現

　自助・共助・公助の最適バランスを追求した、益田市全域及

び各地区単位における（ひとづくりの視点を持った）地域づく

り体制の構築

２　基本戦略 ２　共助の実現に向けた支援の考え方

13

14

14
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18
15

計画素案（3/25時点） 骨格等修正案（5/23時点）

・当初案の「方針」と「目標」をあわせた表現とする

・本文に合わせ、左記のとおりとする

・図表９自助・共助・公助の最適バランスのイメージ図は関係図に修正

・本計画における「自助・共助・公助の定義」を明記

第１章　計画の策定にあたって

第２章　中山間地域の現状と課題

第３章　計画の基本的な考え方

追加資料



（１）地域づくりとひとづくりの推進（中山間地域を支える人

の確保）

（２）小さな拠点づくりの推進（ルーラル・ミニマムの構築）

（３）中山間地域の魅力の継承（ウェルビーイングの実現）

（４）中山間地域の資源を活かした産業の振興（スモールビジ

ネスの展開）

３　共助の実現に向けた支援の考え方 ３　基本戦略

（１）中山間地域を支えるひとの確保～ひとづくりと「関係人

口者」の創出～

（２）生活機能・サービスの維持～ルーラル・ミニマムの構築

～

（３）中山間地域の魅力の継承～ウェルビーイングの実現～

（４）中山間地域の資源を活かした産業の振興～スモールビジ

ネスの展開～

４　重点戦略

（１）地域自治組織を調整役とした、地区別地域づくり体制の

構築

（２）地域の担い手確保・育成戦略の構築

（３）無住化が危惧される集落への対応
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第４章　施策の体系と内容

第５章　計画の推進体制

－－

・第２章「１　中山間地域の現状と各地区に共通する課題」と対になるよう表

現を修正

・「基本戦略」の前にまず、「共助の実現に向けた支援の考え方」を述べる

・計画案に記載

・第２章２（１）～（３）に掲げた課題に対応した内容を計画案に記載
20

－

検討中

計画案へ記載



 資料 ３  

 

「無住化が危惧される集落」の掲載場所について 

 

 

本日お示しをしている基本計画(案)では、「第 2 章 中山間地域の現状と課題」の「2 本市の

喫緊かつ重要な課題及び今後検討が必要となる課題」（8～13 ページ）として、 

（1）地区の実態に応じた「地域づくり」「ひとづくり」の推進体制の構築 

（2）地域づくりの担い手不足 

（3）無住化が危惧される集落等への対応 

の３項目を掲げています。 

 

 

この課題への対応として「第 3 章 計画の基本的な考え方」の「4 重点戦略」（20～23 ペー

ジ）において、 

（1）重点戦略 1 地域自治組織を調整役とした、地区別地域づくり体制の構築 

（2）重点戦略 2 地域の担い手確保・育成戦略の構築 

（3）重点戦略 3 無住化が危惧される集落に対する戦略の構築 

を示し、各課題への対応策を明示する形をとっています。 

 

 

これら「課題」「重点戦略」は、本計画を策定した後に特に取組を進めていくべき項目として

掲げようとするものですが、（3）の「無住化が危惧される集落」については、他の 2 項目と

比べて「課題の時間軸が異なること」や「取組を行うべき地域が限られてくること」などか

ら、3 つを併記するのではなく、「第 4 章 （2）施策の内容」（26～37 ページ）として掲載し

ていくことも可能ではないかと考えるところです。 

 

 

このことについて、委員の皆様のご意見をお伺いします。 



意見集約シート 

 

 益田市中山間地域振興基本計画（案）についてのご意見がございましたら下記

に記入のうえ、地域振興課宛て送付（FAX 可）願います。（FAX：0856-23-7708） 

提出期限：令和７年６月２日（月）正午まで 

 

委員氏名                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


